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イオンモールKYOTO

商業施設等は、地域社会の豊かな暮らしに欠かせない存在です。

「小売から暮らしを支える『地域社会の生活インフラ資産』」という認識のもと、

本投資法人は商業施設等を主な投資対象と位置付けています。

そして、「商業施設等への投資を通じて人々の豊かな生活の実現及び

地域社会への貢献」を基本理念とし、中長期にわたる

安定した収益の確保と運用資産の着実な成長を目指します。

商業施設等は、地域社会の豊かな暮らしに欠かせない存在です。

「小売から暮らしを支える『地域社会の生活インフラ資産』」という認識のもと、
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そして、「商業施設等への投資を通じて人々の豊かな生活の実現及び

地域社会への貢献」を基本理念とし、中長期にわたる

安定した収益の確保と運用資産の着実な成長を目指します。

イオンリート投資法人   第 4 期 資産運用報告 1イオンリート投資法人   第 4 期 資産運用報告



上場から1年余りで2,000億円弱まで資産規模を積

み上げたことは順調であると捉えており、目標であ

る資産規模3,000億円、5,000億円に向けて着実に

進捗していると評価しています。また、規模の拡大

を追求するだけでなく、ポートフォリオ全体の利回

り水準を高いレベルで維持できており、質の面でも

向上できていると捉えています。1年前と比べ、一歩

確実に進めたことは、自信につながっています。今

後の成長においても、カギとなるのは外部成長にな

りますので、地域分散、築年数3～20年の安定的な

運営実績、高いNOI利回り水準などの基準を設け、

積極的に投資を行っていきます。

また、イオングループを取り巻く環境も大きく変

わってきており、お客さまの嗜好も日々変化してい

ます。最近ではモノよりもコトへの消費が多くなっ

ており、ショッピングモールのコンテンツもお客さ

まの嗜好の変化に合わせ変えていかなくてはなり

ません。環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）による

農業・地方経済の活性化や、外国人観光客増による

インバウンド消費増加、原油価格・ガソリン価格の

低下による地方での自動車利用活性化、企業の賃金

アップによる個人の可処分所得増など、外部環境の

後押しなども想定できます。このチャンスを活か

し、成長の機会を的確に捉えていきます。

平成27年1月の発表では、約190億円の公募増資

と、JR京都駅周辺の大型物件であるイオンモール

KYOTOを含めた全6物件・352億円の取得につい

てお知らせしました（個別物件の詳細については、P 

4～7をご参照ください）。

今回の物件取得では、大きく3つのことが実現でき

たと捉えています。1つ目は、2つの意味での分散を

図れたことです。一つは、京都や札幌、山形などの地

方都市の物件取得を通じた、地域分散が進められた

こと。もう一つは、イオンモールKYOTOは生活に

根ざしていること以外に、外国人を含めた観光客を

取り込める都市型商業施設という特性を持ってお

り、そういった意味で商業施設の幅としての分散も

図れたことは成果だと考えています。

2つ目は、イオングループ以外からの物件取得を実

現し、多様なパイプラインを有していることを投資

主の皆さまにお示しできたことです。本投資法人の

方針として、イオングループの総合力が活かせる物

件を取得していくことを掲げており、物件取得はス

ポンサーであるイオングループからが中心となっ

ています。一方、まだまだイオングループ以外の方

が保有しているイオングループの物件が多々ある

のも事実です。イオングループ以外からの物件取得

先を有していることは、安定的なパイプラインにも

つながり、外部成長を果たしていく上でも重要だと

認識しています。

3つ目は、高い利回りが確保できる物件を取得でき

たことにあります。イオンモールKYOTO以外の物

件の多くは北日本にあり、これらは地域の中でも有

数の収益力を誇る物件です。また、NOI利回りも高

く、結果としてポートフォリオ全体の利回りも上場

当時水準まで押し上げるなど、優良な物件を取得す

ることができました。

今回の公募増資と物件取得を通じて、私たちが目指

す「地域社会の生活インフラ資産」への投資が着実

に前進していると実感しています。イオングループ

が誇る日本一の商業施設運営力を背景に、時代の変

化やお客さまの嗜好の変化にも柔軟に対応してい

きます。そして、本投資法人のポートフォリオの規

模拡大と高質化、さらには、中長期にわたる安定し

た収益の確保と運用資産の着実な成長を目指し、投

資主価値向上に努めます。ぜひ今後も、イオンリー

トの成長にご期待いただければと存じます。

着 と々歩みを進め、成長に向けて自信を高めることができた期となりました。
引き続き、イオングループの総合力を活かし、目標達成に向けてまい進します。

資産規模増加だけでなく、ポートフォリオの質向上に貢献するほか、
パイプラインの多様性をお示しできたなど、非常に有用な物件取得でした。

投資主の皆さまの期待に応えられるよう、
中長期にわたる安定した収益の確保と運用資産の着実な成長を目指し、
投資主価値向上に努めます。

「上場3年後に3,000億円、5年後に5,000億円の資産規模を目指す」という
目標に対する進捗と、今後の環境の見通しについてお聞かせください。

まず、1月に発表した公募増資と物件取得の評価について教えてください。

最後に、投資主の皆さまへのメッセージをお願いします。

Q2

Q1

Q3

イオンリート投資法人
執行役員

公募増資と物件取得を通じて、
成長へと着実に歩みを進め、
自信を高められた期となりました。

公募増資と物件取得を通じて、
成長へと着実に歩みを進め、
自信を高められた期となりました。

投資主の皆さまへ

2 イオンリート投資法人   第 4 期 資産運用報告 3イオンリート投資法人   第 4 期 資産運用報告



■ ‌�JR京都駅(八条口南側)至近（徒歩5分程度）に所在する大規模商業施設です。
■ ‌�西 洞 院 を 挟 ん で「Sakura館 」と「Kaede館 」の2棟 か ら 成 り、両 棟 の2Fと3Fは 連 絡 通 路 の
「Miyako橋」でつながっています。

■ ‌�広域商圏を擁する京都エリアに立地し、商圏人口は3km圏：約25.9万人、5km圏：約64.7万人、
10km圏：約165.3万人と十分な厚みを持っています。

■ ‌�アミューズメントやシネマといった時間消費型のコンテンツを擁するワンストップソリュー
ション型のテナントで構成されています。

（注）複数の建物が存在するため、番号を付してそれぞれの建物の情報を記載しています。

第5期の期初である平成27年2月に実施の公募及び第三者割当増資並びに借入金等により、6物件・352億円の資産を取得い
たしました。これにより、ポートフォリオのさらなる拡大・分散を実現しました。

物件特性

立地特性

テナント構成

■ ‌�JR京都駅至近に所在する都市立地の大規模商業施設です。
■ ‌�国道1号線（油小路通り）に面し、自動車商圏も取り込める厚みのある商圏です。
■ ‌�近年は京都駅の鉄道乗車人員、京都市の観光客数も増加傾向です。
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■ ‌�都市立地に希少な時間消費型コンテンツ(アミューズメント・シネマ)を備えています。
■ ‌�イオングループのスーパーマーケットである「KOHYO(光洋)」が入居しています。
■ ‌�「ZARA」「UNIQLO」「無印良品」といったファストファッションに加え、広域集客力を有するシ

ネマコンプレックス「T・ジョイ京都」「トイザらス」「大垣書店」といったカテゴリーキラーの専門
店等で構成されています。

新規取得資産取得前 新規取得資産 新規取得資産取得後

物件数 17物件 6物件 23物件

取得（予定）価額の合計 1,589億円 352億円 1,942億円

総賃貸可能面積 170万m2 42万m2 213万m2

マスターリース稼働率 100% 100% 100%

LTV（敷金込み） 41.5% — 41.1%

LTV（敷金除く） 37.1% — 37.1%

エリア比率
北海道・東北マレーシア

0.3%

東海・北陸・中部近畿

12.2%

関東
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九州
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中国・
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イオンモール熊本

P o i n t  1 P o i n t  2

都市立地を含む大規模商業施設の取得 多様なスポンサーパイプラインを 
活用した外部成長

取 得 価 額 21,470百万円
鑑 定 評 価 額 21,700百万円
所 在 地 京都府京都市
敷 地 面 積 30,149.03m2

延 床 面 積 （注） ①106,260.92m2 
②30,207.53m2

竣 工 年 月 日 ①平成22年1月7日 
②平成22年1月8日

駐 車 場 台 数 1,125台

商 圏 人 口
3km圏　　約25.9万人
5km圏　　約64.7万人

10km圏　約165.3万人

RSC-15 イオンモールKYOTO
MALL KYOTO

公募増資の実施と物件取得について

■ 本募集の効果

■ 新規取得資産の概要

■ 新規取得資産取得後のポートフォリオデータ

• ‌�希少性の高い京都駅至近のRSC1物件及び安定的かつ
長期的な運用実績を有するRSC5物件の取得（合計6物件・
352億円）を通じたポートフォリオの分散化
• ‌�取得後の資産規模は1,942億円、保有資産エリアは日本

国内で17道府県に拡大

• ‌�スポンサーパイプラインを活用した多様なソーシング
により、スポンサー物件に加えて、外部の第三者が保
有するスポンサー運営物件を取得することで外部成長を
推進
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■ ‌�周辺は新しい住宅が広がり、若いファミリー世帯の多いニュータウン地区に所在しています。
■ ‌�十分な商圏人口を擁している点に加え、札幌市清田区では平成32年まで人口増加が続く見込みです。
■ ‌�平成26年10月に大規模リニューアル（新規出店・移設32店舗）を実施。	  

北海道初出店となる「OLD NAVY（オールドネイビー）」をはじめ、「無印良品」「ムラサキスポーツ」等、
生活雑貨や広域商圏吸引力を有するテナントを誘致し、商圏内における競争力を強化しています。
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取 得 価 額 1,350百万円
鑑 定 評 価 額 1,430百万円
所 在 地 山形県山形市
敷 地 面 積 44,417.46m2

延 床 面 積 53,487.94m2

竣 工 年 月 日 平成12年11月17日
駐 車 場 台 数 1,410台

商 圏 人 口
3km圏　　約7.4万人
5km圏　約15.3万人

10km圏　約27.8万人

■ ‌�道東最大の人口を擁する釧路市に所在しています。
■ ‌�敷地の四方は主要幹線道路へのアプローチが良好な道路に接道し、市街地全域を幅広く商圏とし

てカバーできるロケーションです。
■ ‌�底堅い購買需要がある一方で、大型ショッピングセンター（SC）の供給は限定的、かつ百貨店の存

在しない地域であり、優位性は高いと想定しています。

■ ‌�県内最大の人口を擁する山形市に所在し、山形市ではナンバーワンのスケールです。
■ ‌�市内を南北に縦貫する県内の主要道路である県道51号線沿いに立地し、山形市中心部を含め市

街地を幅広く商圏としてカバーできるロケーションです。
■ ‌�平成25年4月にリニューアルを実施し、「UNIQLO」や市内初出店となる「サブウェイ」等、新規テ

ナントを誘致し競争力を強化しています。
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全国酪農業
協同組合連合会

釧路水産センター
赤十字病院

労災病院
釧路アイスアリーナ西署

イオンモール
釧路昭和

須
川

348

17

51

112
13山形県工業技術センター

羽
州
街
道

東
北
中
央

自
動
車
道

山
形
自
動
車

道

山形署山形署

山形大学病院
東北芸術工科大東北芸術工科大

日大山形高日大山形高

山形南高山形南高

山形大山形大

悠創の丘

霞城公園
山形市役所

山
形
県
庁

山形北高山形北高

山形東高山形東高

山形蔵王IC

山
形
新
幹
線

山形駅

イオンモール
山形南

RSC-18 イオンモール利府
MALL SAPPORO-HIRAOKA

RSC-16 イオンモール札幌平岡
MALL RIFU

RSC-17

RSC-19

イオンモール釧路昭和

イオンモール山形南
MALL YAMAGATA-MINAMI

RSC-20 イオンモール四日市北

■ ‌�仙台市中心部との幹線道路である利府バイ
パスのほか、三方が国道につながる幹線道
路と接道し、アクセスビリティは良好です。

■ ‌�周辺は路面店舗が連担する商業集積エリ
アであり、エリア拠点性を有したロケー
ションです。

■ ‌�専門店を付帯するモールは商圏内に存在
せず、店舗面積約3.4万㎡、駐車場台数約
2,500台の規模は、10km圏内において
ナンバーワン規模です。

■ ‌�イオン発祥の地であり、県内最大の人口を
擁する四日市市に所在しています。

■ ‌�県内の主要道路である国道1号線及び国道
23号線（名四国道）に近接しており、周辺市
町村の人口集積エリアからの需要の吸引が
期待できます。

■ ‌�平成23年4月にリニューアルを実施して
おり、「GAP generation（ギャップジェネ
レーション）」等の新規テナントを誘致し、
競争力を強化しています。

富洲原中富洲原中

川越中川越中

四
日
市
高

四
日
市
高

川越高川越高

北星高北星高

1

1

23

中部電力川越火力発電所中部電力川越火力発電所
四日市北署四日市北署

川越町役場川越町役場

北消防署北消防署北消防署北消防署

みえ川越IC

みえ朝日IC

朝明川

伊勢湾

名四国
道

東
海
道三岐鉄道三岐線

伊勢湾岸自動車道

J
R 

関
西
本
線

近
鉄
名
古屋線

富
田
駅

富
田
駅

大矢知駅

川越富洲原駅

近鉄富田駅 イオンモール
四日市北

MALL YOKKAICHI-KITA

3

259

8

J
R 

東
北
本
線

仙
台
北
部
道
路

三陸自動車道

利府

バ
イ
パス

東
北
新
幹
線

新利府駅

利府駅イオンモール
利府

利府塩釜IC

利府二小利府二小

利府西中利府西中

菅谷台小菅谷台小 利府小利府小
利府中利府中

利
府
高

利
府
高

県
総
合
運
動
公
園

利府町役場

山苗代公園 ホーマック利府店ホーマック利府店

宮城利府
掖済会
病院

宮城利府
掖済会
病院

ひとめぼれ
スタジアム宮城

取 得 価 額 2,560百万円
鑑 定 評 価 額 2,710百万円
所 在 地 宮城県宮城郡
敷 地 面 積 64,829.41m2

延 床 面 積 66,385.29m2

竣 工 年 月 日 平成12年4月18日
駐 車 場 台 数 2,493台

商 圏 人 口
3km圏　　約4.2万人
5km圏　約15.0万人

10km圏　約61.0万人

取 得 価 額 2,210百万円
鑑 定 評 価 額 2,340百万円
所 在 地 三重県四日市市
敷 地 面 積 83,994.09m2

延 床 面 積 ①39,821.19m2

 ②1,071.59m2

竣 工 年 月 日 ①平成13年1月23日
②不明

駐 車 場 台 数 2,115台

商 圏 人 口
3km圏　　約6.1万人
5km圏　約12.2万人

10km圏　約38.3万人

取 得 価 額 5,900百万円
鑑 定 評 価 額 6,210百万円
所 在 地 北海道札幌市
敷 地 面 積 139,475m2

延 床 面 積 78,360.81m2

竣 工 年 月 日 平成12年11月10日
駐 車 場 台 数 3,674台

商 圏 人 口
3km圏　約12.7万人
5km圏　約25.7万人

10km圏　約82.5万人

MALL KUSHIRO-SHOWA 取 得 価 額 1,780百万円
鑑 定 評 価 額 1,880百万円
所 在 地 北海道釧路市
敷 地 面 積 150,908.48m2

延 床 面 積 51,763.05m2

竣 工 年 月 日 平成12年9月13日
駐 車 場 台 数 3,542台

商 圏 人 口
3km圏　　約5.5万人
5km圏　約11.1万人

10km圏　約18.8万人

（注）複数の建物が存在するため、番号を付してそれぞれの建物の情報を記載しています。
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+137億円

100%

18.8年

11.0年

1,691億円

1,553億円

1,589億円

17物件

本投資法人は、平成25年11月に上場を果たし、上場後
3期目となる第4期決算を迎えることとなりました。
当期は、1月末に公募及び第三者割当による新投資口
発行を発表し、上場3年後3,000億円の資産規模を目
指すという目標に対し、成長への準備を着々と進めて
まいりました。
当期の１口当たりの分配金は、予想2,440円に対し、
33円プラスの2,473円となりました。第5期は1口当
たり2,665円の分配金を予想しています。
今後も中長期に安定した分配金を確保できるよう、
日々の運営に努めてまいります。

決算ハイライト（平成27年1月末時点） ポートフォリオハイライト

保有物件数 平均築年数（注1）

取得価額合計（注2） 平均残存賃貸借契約期間（注3）

期末帳簿価額

分配金の推移

マスターリース稼働率

不動産鑑定評価額（注4） 含み損益（不動産鑑定評価額−期末帳簿価額）

監督役員
安保 智勇

執行役員
河原 健次

監督役員
関 葉子

1口当たり分配金  2,473円

（注1）平成27年1月31日を基準日として、取得価格ベースにて加重平均した数値を記載しています。
（注2）取得価額は、当該不動産等の取得に要した諸費用（仲介手数料、租税公課等）を含まない金額（売買契約書等に記載された売買代金等）を記載しています。
（注3）平成27年1月31日を基準日として、残存賃貸借契約期間を記載しています。
（注4）平成27年1月31日時点の不動産鑑定評価額を記載しています。

（前期比＋31億円）

帳簿価額 簿記会計上の価格のことで、資産や負債の適切な会計処理をした結果として帳簿に記入される数値の純額。企業の貸
借対照表に記載されている購入当初の資産価値のことを指し、「簿価」とも呼ばれます。

含み損益 有価証券や不動産などの保有資産において、取得価格（簿価）から現在の価格（時価）を引いた差額のこと。取得時に比
べ、価格が高い時は「含み益」、価格が低い時は「含み損」といいます。

1口当たり分配金 決算後に投資家に分配するお金を1口当たりで換算した金額のこと。
REITにおいては利益の9割を超える金額を分配金に充てています。

決算期 企業が決算を行う会計期末の時期。
REITにおいては年2回決算期があり、本投資法人の決算月は1月と7月です。

ハイライト

0

1,000

2,000

3,000

第6期
（予想）

第5期
（予想）

第4期第3期第2期

（円）

2,6652,6652,4732,461

686

（億円）

0

500

1,000

1,500

2,000

新規取得資産
取得後

第4期第3期第2期

17物件
23物件

17物件16物件

1,942

1,5891,5891,584

資産規模の推移

第3期 第4期 第5期
(予想)

第6期
(予想)

営業収益 	 7,420百万円 	 7,422百万円 	 9,165百万円 	 9,416百万円

当期純利益 	 2,337百万円 	 2,349百万円 	 2,907百万円 	 2,909百万円

総資産 	 169,913百万円 	 169,746百万円 — —

純資産 	 98,689百万円 	 98,701百万円 — —

1口当たり
純資産 	 103,883円 	 103,896円 — —

1口当たり
分配金 	 2,461円 	 2,473円 	 2,665円 	 2,665円
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イオンリートの特長

本投資法人では、「地域社会の生活インフラ資産」である商業施設に主に投資して
います。中でも、中長期にわたって安定したキャッシュ・フローの創出が見込まれ
る大規模商業施設を中心に、ポートフォリオを構築しています。

本投資法人はイオングループが運営している商業施設へ投資しており、長期的な収益源を確保することで安定性を得ていま
す。さらに、イオングループが有している商業施設に関するノウハウを活用し、成長を実現していきます。

LTVのターゲットをはじめとする明確な財務方針のもと、保守的な財務運営を
行っています。その結果、メガバンクを中心とした金融機関との強固かつ安定的な
取引関係を有しているほか、株式会社日本格付研究所よりAA−の長期発行体格付
を付与されています。

イオングループと協働していますが、利益相反の関係にはならず、かつ、連携を深めるため、イオングループと利害関係のない
第三者である外部専門家が委員となるなど透明性の高い運営体制をつくり、投資主とイオングループとのWIN-WINの関係
性を構築しています。

■ 大規模商業施設を中心に投資 ■ イオングループとの協働による安定性と成長性

■ 安定した財務基盤

■ 透明性の高い運営体制

本資産運用会社における透明性のある意思決定プロセス

相乗効果（シナジー）を追求する複合的な事業展開

イオングループの主要な開発物件

盤石な基盤のもと、イオングループと連携し、　 商業施設を中心に投資する投資法人です。

部署ごとの起案
コンプライアンス・

オフィサーによる承認

中止又は内容変更の指示

承認されなかった場合

中止又は内容変更の指示

※外部委員の出席及び賛成が決議成立の必須要件

差し戻し

取締役会への報告
コンプライアンス委員会※

による審議及び決議
投資委員会※における

審議及び決議
本投資法人役員会

による承認

STOP STOP

類 型

投資比率

国内不動産 海外不動産

85%以上 15%以下

商
業
施
設
等

大規模
商業施設

SRSC（スーパーリージョナル型ショッピングセンター）

80％以上RSC（リージョナル型ショッピングセンター）

CSC（コミュニティ型ショッピングセンター）

その他の
商業施設

NSC（ネイバーフッド型ショッピングセンター）
20％以下

SM（スーパーマーケット）

物流施設 10％以下

100%

ポートフォリオにおける
大規模商業施設の投資比率

6兆3,951億円

連結営業収益

42万人

グループ従業員数

AA-

約8,000社
（約28,000店舗）

　  格付の取得
株式会社日本格付研究所（JCR）

（安定的）

（平成26年2月末現在）

（平成26年2月末現在）

（注）投資比率は取得価格ベースにて算出しています。

（注）上記各物件について、本書の日付現在、本投資法人が取得する予定はありません。

イオングループは、小売業及び商業ディベロッパー業を通じて培った経験とノウハウを得ており、さまざまな立地に最適かつ多
様な形態の商業施設開発を可能とする開発力を有しています。

イオングループでは、商業施設に入居する約8,000社のテナ
ント（約28,000店舗、平成26年2月末現在）を会員とする「イ
オン同友店会」というテナント組織を有しています。同会員
に対し、イオングループが自らの小売事業を通じて得たノウ
ハウを用いて、多面的なテナントサポートを行うことによ
り、強いリーシング力を実現しています。

商業ディベロッパーとしてのノウハウを活かした圧倒的な開発力

‌�高いリーシング力を基盤とした
確固たる運営力

イオングループと取引のある
多彩な専門店のネットワーク

ディベロッパー
事業

総合
金融事業サービス

事業

小売事業

イオンモール幕張新都心 イオンモール岡山イオンモール和歌山 イオンモール名古屋茶屋

シナジーの創出
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イオンリート投資法人
イオン・リートマネジメント株式会社

スポンサーサポート契約

イオン株式会社

イオングループの総合力

イオンリテール株式会社
イオンモール株式会社
イオン北海道株式会社
イオン九州株式会社
イオン琉球株式会社
イオンタウン株式会社

商標使用許諾契約

パイプラインサポート契約

SCマネジメント契約

ポートフォリオの中長期的な成長

マレーシア不動産投資に
関する覚書

AEON CO. (M) BHD.
(イオンマレーシア社)

スポンサー会社 海外サポート会社
パイプラインサポート会社
SCマネジメント提供会社

●

●

●

●

●

●

●

●●●●
●

●

●●●●●

●●

●
●●

●
●

●
●

●

●

●

●
●
●
●

●

●
●●●●●

●●●
●●

●

●

●

●

●
●●●

●

●●

●
●

●

●

●

●

イオンモール岡山

イオンモール和歌山

イオンモール名古屋茶屋

イオンモール幕張新都心

出典：イオン株式会社提供の情報をもとに本資産運用会社が作成

イオンリートの成長戦略

イオングループの総合力を活用するため、本投資法人は、イオングループ各社との間で、さまざまな契約を結んでいます。中で
も、パイプラインサポート契約は、イオングループ運営の商業施設等に関わる優先交渉権の付与や第三者保有物件の売却情報
の提供、本投資法人との物件共有又は準共有等、強力なパイプラインサポートを享受しています。これにより、イオングループ
が開発した商業施設等の取得を通じて、資産規模を拡大していくことができます。

本投資法人は、スポンサー物件に加えて、外部の第三者が保有するスポンサー運営物件も積極的に取得することで外部成長を
推進していきます。

商業施設の運営に豊富な実績及びノウハウを保有するイオングループとSCマネジメント契約を締結することによって、イオ
ングループの情報・ノウハウ等を商業施設の保有・管理に活用することが可能です。さらに、個別の不動産等に関わるリサーチ
関連業務や運用に関する助言、中長期にわたる活性化・再開発検討業務等、幅広い運営サポートが実現します。

■ 強力なパイプラインサポート

■ 外部物件（スポンサー運営）の取得の推進■ グループの情報・ノウハウを最大限活用した運営サポート

成長投資の
実行

商業施設の
運営

収益増加・
企業価値向上

REITに
商業施設を
売却

2

3

4

1

イオン
グループ4

1

2

3

イオン
リート

資金調達力の
向上

イオン
グループから
商業施設を
取得

資産規模の
拡大

投資主価値の
向上／
運用の
安定性向上

イオングループとの
WIN-WINの関係

■ イオングループが開発した主要な大規模商業施設
（開発中の物件を含みます。）

売 主運 営

ス
ポ
ン
サ
ー
運
営
物
件

ス
ポ
ン
サ
ー
物
件

新規取得資産 既存ポートフォリオ

イオンレイクタウンmori

イオンモール盛岡

イオンモール水戸内原

イオンモール鈴鹿

イオンモール加西北条

イオンモール倉敷

イオンモール太田

イオンレイクタウンkaze

イオンモール石巻

イオンモール大垣

イオンモール明和

イオンモール日吉津

イオンモール綾川

イオンモール直方

イオンモール熊本

イオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センター

イオン相模原ショッピングセンター

イオンモールKYOTO
N E W

外
部
物
件

N E W

スポンサー運営物件以外の商業施設等についても、
スポンサー及び本資産運用会社独自の情報ルートも活用し、取得を検討します。

イオンモール
山形南

イオンモール
四日市北

イオンモール
札幌平岡

イオンモール
釧路昭和

イオンモール
利府

イオングループとの協働と
多様なスポンサーパイプラインの活用により
成長を果たしていきます。

●イオングループの開発した主要な SC
●イオングループによる主要な開発中（出店予定）の SC

中国・四国
●イオンモール鳥取北
●イオン松江ショッピングセンター
●イオンモール岡山
●イオンモール広島祇園
●イオンモール広島府中
●イオンタウン防府
●イオンモール高松
●イオンモール新居浜
●イオンモール高知

九州・沖縄
●イオンモール福岡伊都
●イオンモール八幡東
●イオンモール福津
●イオンモール佐賀大和
●イオン大塔ショッピングセンター
●イオン八代ショッピングセンター
●イオンモール三光
●イオンモール宮崎
●イオンモール鹿児島
●イオンモール沖縄ライカム

近畿
●イオンモール草津
●イオンモール京都桂川
●イオンモール京都五条
●イオンモール大阪ドームシティ
●イオン喜連瓜破店
●イオンモール大日

東海・北陸
●イオンモール高岡
●イオンモールかほく
●イオンモール各務原
●イオンモール浜松市野
●イオンモール大高
●イオンモール名古屋茶屋
●イオンモール扶桑
●イオンモール東員

北海道・東北
●イオンモール旭川駅前
●イオンモール苫小牧
●イオンモール下田
●イオンモール盛岡南
●イオンモール名取
●イオンモール秋田
●イオンモール天童
●ショッピングモールフェスタ

関東・甲信越
●イオンモールつくば
●イオンモール下妻
●イオンモール佐野新都市
●イオンモール高崎
●イオンモール浦和美園
●イオンモール羽生
●イオンモール春日部
●イオンモール与野
●イオン入間店
●イオンモール幕張新都心
●イオンモール木更津
●イオンモール多摩平の森
●イオンモール日の出
●イオン秦野ショッピングセンター
●イオンモール新潟南
●イオンモール甲府昭和
●イオンモール佐久平

●イオンモールりんくう泉南
●イオンモール四条畷
●イオンモール伊丹昆陽
●イオンモール橿原
●イオンモール和歌山
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投資委員会 運用資産の取得、売却等に係る投資判断に際し、決議を行う重要な意思決定機関のこと。

コンプライアンス
委員会

投資判断にあたっての手続きについて法令及び社内規程の遵守のチェック(利害関係者取引に該当する
場合のチェックを含む)及び決議を行う機関のこと。

イオングループからの資産の取得等の利害関係者取引に関する本資産運用会社の意思決定については、以下のとおりイオン 
グループと利害関係のない第三者の意見が反映される仕組みが構築されています。

イオン株式会社は、本投資法人が新たに投資口を発行する場合には、当該新投資口の一部を取得することについて真摯に検討を
行うこと、及び本投資法人の投資口を保有する場合には、保有した投資口について保有を継続し一定の比率（19.9％）を保つこ
とに努めます。本投資法人は、ポートフォリオの分散状況及び物件の個別要因の状況を勘案し、スポンサーサポート契約及びパ
イプラインサポート契約に基づくイオングループ各社との戦略的な物件共有を行うことがあります（準共有を含みます。）。

本資産運用会社であるイオン・リートマネジメント株式会社の報酬は、分配金に連動する運用報酬体系を導入しています。 
本投資法人の価値向上との相乗効果を高めることが狙いです。

■ 意思決定プロセス

■ 借入の状況
（1）第4期末時点の借入の状況

（2）新規借入れの実施

■ イオン株式会社による投資口の保有／イオングループとの物件の共同保有

■ 分配金に連動する運用報酬体系の導入

イオングループとの連携を深めつつ、
中長期的に成長していくための適切な判断を行える
運営体制を構築しています。

適切なLTV水準を継続すると共に、借入金の長期固定化と
返済期限の分散化を推進していきます。

（注）�上記の表においてNOIとは、当該営業期間における不動産賃貸収益の合計から不動産賃貸費用（減価償却費及び固定資産除却損を除きます。）を控除した金額をいいます。

運用報酬体系 算定方法

運用報酬
運用報酬Ⅰ 総資産額×0.3%（上限料率）×（運用日数／365日）

運用報酬Ⅱ 運用報酬Ⅱ控除前1口当たり分配金×NOI（注）×0.001%（上限料率）

取得報酬 取得代金×0.5%（上限料率）（利害関係人との取引：取得代金×0.25%（上限料率））

処分報酬 処分代金×0.5%（上限料率）（利害関係人との取引：処分報酬なし）

部署ごとの起案
コンプライアンス・

オフィサーによる承認

中止又は内容変更の指示

承認されなかった場合

中止又は内容変更の指示

※外部委員の出席及び賛成が決議成立の必須要件

差し戻し

取締役会への報告
コンプライアンス委員会※

による審議及び決議
投資委員会※における

審議及び決議
本投資法人役員会

による承認

STOP STOP

透明性の高い運営体制　盤石な財務基盤の維持

■ 戦略的なキャッシュ・マネジメント
本投資法人のポートフォリオの特徴から、減価償却費の不動産価格に対する割合が大きくなる傾向があります。本投資法人
は、減価償却費相当額の内部留保金を含む手元資金をその時々の状況に応じて最適に配分していきます。

a. 新規物件取得資金への充当

b. 活性化投資による物件の収益力・競争力向上

c. 有利子負債返済による負債コストの削減

d. 利益超過分配の実施

e. 自己投資口取得等を通じた資本の効率化

①収益力の向上に資する投資

②財務基盤の安定化への施策

③投資主への資本政策上の配慮

効
率
的
な
資
金
の

活
用
に
よ
る
成
長

（3）返済期限の分散化（新規借入れ後）
新規借入れ後の返済期限の分散状況は以下のとおりであり、借入金の長期固定化と返済期限の分散化を推進します。

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年 平成35年 平成36年 平成37年

90億円

20億円 7億円 12億円
40億円

270億円
220億円

50億円 45億円

■ 既存借入れ　■ 本新規借入れ

（注1）協調融資団は、みずほ銀行、三井住友銀行、三井住友信託銀行、三菱東京UFJ銀行、農林中央金庫、みずほ信託銀行、
三菱UFJ信託銀行、りそな銀行、イオン銀行、日本政策投資銀行、百五銀行、広島銀行、三重銀行、七十七銀行、千葉銀行により組成されています。

（注2）全国銀行協会が公表する日本円Tiborをいいます。ただし、対応する期間が存在しない場合、線形按分の方法によりエージェントが合理的に定めた利率をいいます。
（注3）変動金利による借入ですが、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、金利スワップの効果（金利の固定化）を勘案した利率をいいます。

新規取得資産の取得資金の一部への充当を目的として、平成27年2月27日にみずほ銀行、三井住友銀行及び三井住友信託銀
行をアレンジャーとする協調融資団からの新規借入れによる124億円の資金調達を実施しました。

区分 借入先
借入額

借入日 返済期限 利率
内訳

長期

株式会社みずほ銀行、株式会社
三井住友銀行及び三井住友信
託銀行株式会社をアレンジャー
とする協調融資団（注1）

630億円

90億円 平成25年11月25日
（当初借入期限3年）

平成28年
10月20日

変動金利
（基準金利（注2）＋0.25%）

270億円 平成25年11月25日
（当初借入期限5年）

平成30年
10月22日

実質固定金利（注3）

0.78125%

220億円 平成25年11月25日
（当初借入期限7年）

平成32年
10月20日

実質固定金利（注3）

1.17250%

50億円 平成25年11月25日
（当初借入期限10年）

平成35年
10月20日

実質固定金利（注3）

1.76375%

■ 財務ハイライト

LTV（敷金込み） 41.5％

長期負債比率 100.0％

LTV(敷金除く） 37.1％

固定金利比率 85.7％

平均借入残存期間 4.5年

AA-(安定的)
長期発行体格付

（株式会社日本格付研究所（JCR））

平均借入利率 0.95％
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物件番号

SRSC-1

SRSC-2

RSC-1

RSC-2

RSC-3

RSC-4

RSC-5

RSC-6

RSC-7

RSC-8

RSC-9

RSC-10

RSC-11

RSC-12

RSC-13

RSC-14

イオンレイクタウンmori

イオンレイクタウンkaze

イオンモール盛岡

イオンモール石巻

イオンモール水戸内原

イオンモール太田

イオンモール大垣

イオンモール鈴鹿

イオンモール明和

イオンモール加西北条

イオンモール日吉津

イオンモール倉敷

イオンモール綾川

イオンモール直方

イオンモール熊本

埼玉県越谷市

埼玉県越谷市

岩手県盛岡市

宮城県石巻市

茨城県水戸市

群馬県太田市

神奈川県相模原市

岐阜県大垣市

三重県鈴鹿市

三重県多気郡

兵庫県加西市

鳥取県西伯郡

岡山県倉敷市

香川県綾歌郡

福岡県直方市

熊本県上益城郡

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成25年11月

平成26年6月

物件名 所在取得年月 取得価額
（百万円）

投資比率
（％）

不動産鑑定評価額
（百万円）

総賃貸可能面積
（㎡）

アセアン地域

マレーシア

北海道・東北

イオンモール盛岡 イオンモール石巻

関東

イオンモール太田

イオンモール水戸内原

イオン相模原
ショッピングセンター

イオンレイクタウンkazeイオンレイクタウンmori

九州

イオンモール直方 イオンモール熊本

東海・北陸・中部

イオンモール鈴鹿イオンモール大垣 イオンモール明和

近畿・中国・四国

イオンモール加西北条 イオンモール日吉津

イオンモール倉敷 イオンモール綾川

イオン相模原
ショッピングセンター

「RM」とはマレーシア・リンギットをいい、「取得価額」の円価額は、本投資法人がイオンマレーシア社に対し、複数回にわたり円貨にて実際に支払った対価の合計額（売買手
数料などの諸費用を含まず。単位未満切り捨て）を記載しています。各支払い時における為替レートに応じて加重平均し算出した為替レートは、1RM=32.92円（小数点第3
位切り捨て）。
不動産鑑定評価額は、平成27年１月31日を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載された評価額をもとに、不動産信託受益権に係る信託の信託財産たる共有持分に類
する権利（18.18％）に相当する金額を記載しています。また、決算時の為替相場を用いて円貨に換算していますが、同日が営業日でないため前営業日（平成27年１月30日）
の為替相場（１RM=32.57円（小数点第３位を切り捨て））を用いて円貨に換算しています。

（注1）

（注2）

物件タイプ比率 エリア比率 投資比率（上位10物件）

小 計

イオン・タマン・
ユニバーシティ・ショッピング・
センター

Lot 49045, 
Mukim Pulai, 
Daerah Johor 
Bahru, 
Negeri Johor.
Malaysia

小 計

0.4

M-1
（AEON Taman Universiti
Shopping Centre）

イオン・タマン・
ユニバーシティ・ショッピング・センター
（AEON Taman Universiti
Shopping Centre）

合 計

23,000

7,290

5,590

7,020

17,300

7,820

10,300

5,210

10,100

3,610

7,610

8,180

18,700

9,190

12,800

14,800

21,190

6,730

5,340

6,680

16,460

6,860

10,220

4,950

9,660

3,290

7,230

7,780

17,890

8,740

11,250

14,060

13.3

4.2

3.4

4.2

10.4

4.3

6.4

3.1

6.1

2.1

4.5

4.9

11.3

5.5

7.1

8.8

160,387.00

127,183.81

98,968.59

60,682.20

159,997.49

93,165.27

75,056.62

64,246.26

125,236.10

44,193.80

48,229.25

102,045.24

157,274.78

113,149.07

151,969.51

101,132.38

651
（20百万RM（注2））

22,870.45658
（20百万RM（注1））

158,330 99.6 168,520 1,682,917.37

658 651 22,870.45

158,988 100.0 169,171 1,705,787.82

17.6%
SRSC

北海道・東北マレーシア イオンレイクタウンmori

その他
イオンモール
加西北条

イオンモール
日吉津

イオンモール
綾川

イオンモール
鈴鹿

イオン相模原
ショッピングセンター

イオンモール直方

イオンモール
熊本

イオンモール
水戸内原

イオンモール
倉敷

関東

東海・北陸・中部

近畿

中国・
四国

九州

RSC

7.6%

0.4%

13.3%

11.3%

10.4%

8.8%
7.1%6.4%

6.1%
5.5%

4.9%

21.7%

38.6%

11.3%
4.5%

21.7%

15.9%

82.4%

4.5%

0.4

■ 取得資産一覧

■ 海外取得資産

■ ポートフォリオの分散状況

■ 国内取得資産イオンリートのポートフォリオ（平成27年1月末時点）　
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• 国際ショッピングセンター協会／平成23年「サステナブル デザイン アワード」最高賞
• 株式会社繊研新聞社／第12回（平成21年度）テナントが選んだディベロッパー大賞「イノベート賞」
• 建築環境・省エネルギー機構／平成20年9月24日 CASBEE新築－新築（簡易版）Sランク認証

• 国際ショッピングセンター協会／平成23年「サステナブル デザイン アワード」最高賞
• 株式会社繊研新聞社／第12回（平成21年度）テナントが選んだディベロッパー大賞「イノベート賞」

■ ‌�平成20年に街開きした特定土地区画整理事業「越谷レイクタウン」の中心商業施設として、平成20年10月にグランドオープンしました。
■ ‌�イオンリテール株式会社が運営する「mori」とイオンモール株式会社が運営する「kaze」の2つのSCで構成されます。また、平成23年4月には、両SC

の中間地に「レイクタウンアウトレット（本投資法人の資産組入対象外）」が開業し、国内最大級のSCとなっています。
■ ‌�首都圏郊外部のモール型SCでは最大級の店舗面積を持つSCであり、イオングループが運営するモール型SCにおいても、トップクラスの売上を有す

る旗艦SCです。
■ ‌�「mori」はイオンの直営GMSを核に複数の大型専門店を複合するモールSCを形成し、「kaze」は複数の大型店を核としてファッション中心の専門店

構成によるトライアングル型のモールを形成しています。アウトレットゾーンの開業によりレイクタウン全体の客数が増加し、「mori」「kaze」とも
に売上増に大きく貢献したものと考えられます。

SRSC-1・2 イオンレイクタウン mori / イオンレイクタウン kaze
Lake Town mori

Lake Town kaze

取 得 年 月 日 平成25年11月25日
取 得 価 額 21,190百万円
鑑 定 評 価 額 23,000百万円
所 在 地 埼玉県越谷市
竣 工 年 月 日 平成20年9月9日
敷 地 面 積 178,061.02m2

延 床 面 積 160,387.00m2

取 得 年 月 日 平成25年11月25日
取 得 価 額 6,730百万円
鑑 定 評 価 額 7,290百万円
所 在 地 埼玉県越谷市
竣 工 年 月 日 平成20年9月9日
敷 地 面 積 83,615.81m2

延 床 面 積 127,183.81m2

■ ‌�水戸市内西側、JR内原駅の東約0.5km、国道50号沿いに位置するモール型RSCであり、平成17年11月に開業しました。店舗面積が50,000㎡規模の
SCは水戸市内にはほかになく、最も存在感のある施設です。

■ ‌�イオンの直営GMSを中心に約150店舗の専門店が複合されたモール型RSCであり、平成20年7月に開業しました。
■ ‌�イオンの直営GMSと大型専門店を両翼に配した2核1モールのフォーマットとなっており、核テナントは、1階に「ヤマダ電機」「OLD NAVY（オール

ドネイビー）」、2階に「ヒマラヤ」、3階に「イオンシネマ」を配しています。
■ ‌�店舗面積は約58,000㎡（非物販含む）であり、綾川町を中心に、東側は高松市西部、西側は丸亀市と坂出市を商圏として捉えることができるSCです。

綾川町を中心とする10km圏では地域一番となる大型規模、専門店集積を有するSCです。
■ ‌�平成26年10月に大幅なリニューアルを実施し、38テナントを新規導入しました。

RSC-3

RSC-12

イオンモール水戸内原

イオンモール綾川

MALL MITOUCHIHARA

MALL AYAGAWA

取 得 年 月 日 平成25年11月22日
取 得 価 額 16,460百万円
鑑 定 評 価 額 17,300百万円
所 在 地 茨城県水戸市

竣 工 年 月 日 平成17年11月8日
平成24年12月5日増築

敷 地 面 積 126,028.18m2

延 床 面 積 159,997.49m2

取 得 年 月 日 平成25年11月25日
取 得 価 額 8,740百万円
鑑 定 評 価 額 9,190百万円
所 在 地 香川県綾歌郡
竣 工 年 月 日 平成20年7月18日
敷 地 面 積 133,022.51m2

延 床 面 積 113,149.07m2

■ ‌�平成11年9月、クラレ工場跡地に大型SCとして開業したイオンの直営GMSを中心としたモール型RSCで、地域一番店のポジションを確立しています。
■ ‌�イオンの直営GMSを核に、「キッズ共和国（直営）」「トイザらス」「スポーツオーソリティ」等がサブ核として出店し、集客核として10スクリーンのシ

ネマコンプレックスを配した、2核1モールのフォーマットを採用しています。

RSC-11 イオンモール倉敷
MALL KURASHIKI

取 得 年 月 日 平成25年11月22日
取 得 価 額 17,890百万円
鑑 定 評 価 額 18,700百万円
所 在 地 岡山県倉敷市

竣 工 年 月 日 平成11年9月15日
平成23年9月8日変更、増築

敷 地 面 積 125,404.13m2

延 床 面 積 157,274.78m2

• 株式会社繊研新聞社／第8回（平成17年度）テナントが選んだディベロッパー大賞「プロポーズ賞」
• 株式会社繊研新聞社／第9回（平成18年度）テナントが選んだディベロッパー大賞「プロポーズ賞」
• 株式会社繊研新聞社／第15回（平成24年度）テナントが選んだディベロッパー大賞｢イノベート賞」
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RSC-14 RSC-4

RSC-2 RSC-6

イオンモール熊本 イオンモール太田

イオンモール石巻 イオンモール大垣

MALL KUMAMOTO MALL OTA

MALL ISHINOMAKI MALL OGAKI

取 得 年 月 日 平成25年11月22日
取 得 価 額 14,060百万円
鑑 定 評 価 額 14,800百万円
所 在 地 熊本県上益城郡
竣 工 年 月 日 平成17年9月16日
敷 地 面 積 206,231.69m2

延 床 面 積 ①92,869.34m2

②8,263.04m2

取 得 年 月 日 平成25年11月25日
取 得 価 額 6,860百万円
鑑 定 評 価 額 7,820百万円
所 在 地 群馬県太田市
竣 工 年 月 日 平成15年11月17日
敷 地 面 積 146,106.96㎡
延 床 面 積 93,165.27㎡

取 得 年 月 日 平成25年11月25日
取 得 価 額 6,680百万円
鑑 定 評 価 額 7,020百万円
所 在 地 宮城県石巻市
竣 工 年 月 日 平成19年3月2日
敷 地 面 積 106,742.47㎡
延 床 面 積 60,682.20㎡

取 得 年 月 日 平成25年11月25日
取 得 価 額 4,950百万円
鑑 定 評 価 額 5,210百万円
所 在 地 岐阜県大垣市
竣 工 年 月 日 平成19年3月29日
敷 地 面 積 96,484.60㎡
延 床 面 積 64,246.26㎡

RSC-1 RSC-5イオンモール盛岡 イオン相模原ショッピングセンター
MALL MORIOKA SAGAMIHARA SHOPPING CENTER

取 得 年 月 日 平成25年11月22日
取 得 価 額 5,340百万円
鑑 定 評 価 額 5,590百万円
所 在 地 岩手県盛岡市

竣 工 年 月 日 平成15年7月23日
平成18年6月22日増築

敷 地 面 積 74,749.90m2

延 床 面 積 98,968.59m2

取 得 年 月 日 平成25年11月25日
取 得 価 額 10,220百万円
鑑 定 評 価 額 10,300百万円
所 在 地 神奈川県相模原市

竣 工 年 月 日 ①平成5年8月9日 
②平成12年9月25日

敷 地 面 積 40,817.92㎡
延 床 面 積 75,056.62㎡

■ ‌�平成17年10月に開業した、熊本市中心部から約8kmのロードサイドに立地するモール型RSC
で、約160テナントを導入しています。店舗面積は約79,000㎡で、熊本市内では最大クラスの店
舗規模を有しています。売場は2層に抑えられているため、1フロアのスケールも大きく、開放的
な商空間は魅力の一つとなっています。

■ ‌�平成15年12月、東武鉄道太田駅の東約2km、国道122号（太田バイパス）沿いに開業したSCで
す。約150のテナントを有する太田市で最大のSCとなっており、平成22年にリニューアルも行
われています。

■ ‌�イオンの直営GMSを中心に約115店舗の専門店が複合されたモール型RSCであり、平成19年3
月に開業しました。石巻市内では、最大の店舗規模を有しており、他のモール型RSCは同地域にな
く、地域一番店のポジショニングは変わらないものと考えます。また、平成26年3月にリニューア
ルも行われています。

■ ‌�平成19年4月、JR大垣駅の南約4km、県道50号沿いに開業したモール型SCです。イオンの直営
GMSとサブ核をフロアの両端に配し、その間をモールが結ぶ2層の典型的なモール型RSCであ
り、店舗面積30,000㎡超の規模は大垣市内で最大です。

■ ‌�イオンの直営GMSを中心に約110店舗の専門店が複合されたモール型RSCであり、平成15年8
月に開業しました。盛岡市都市圏では、平成18年9月に開業したイオンモール盛岡南と商圏を大
きく二分し、両SCで南北商圏を分け合う状況が継続すると思われます。

■ ‌�平成5年8月、相模原市緑区の北端のJR古淵駅前に開業したSCです。隣地にあるイトーヨーカドー
とは双璧となり、集積として地域一番店となっています。平成26年10月に大規模リニューアル
を実施し、19テナントを新規導入しました。
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RSC-7 RSC-10

RSC-9 M-1

イオンモール鈴鹿 イオンモール日吉津

イオンモール加西北条 イオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センター

MALL SUZUKA MALL HIEZU

MALL KASAI-HOJO Taman Universiti Shopping Centre   

取 得 年 月 日 平成25年11月22日
取 得 価 額 9,660百万円
鑑 定 評 価 額 10,100百万円
所 在 地 三重県鈴鹿市

竣 工 年 月 日

平成8年11月12日、 
平成9年6月1日増築、

平成11年3月19日増築、 
平成14年5月31日増築、
平成20年7月17日変更、

増築及び附属建物合体
敷 地 面 積 140,129.87㎡
延 床 面 積 125,236.10㎡

取 得 年 月 日 平成25年11月25日
取 得 価 額 7,780百万円
鑑 定 評 価 額 8,180百万円
所 在 地 鳥取県西伯郡

竣 工 年 月 日

①平成11年3月8日、 
平成20年10月23日増築

②平成11年4月14日、 
平成20年10月23日変更、増築

敷 地 面 積 103,543.24㎡
延 床 面 積 102,045.24㎡

取 得 年 月 日 平成25年11月25日
取 得 価 額 7,230百万円
鑑 定 評 価 額 7,610百万円
所 在 地 兵庫県加西市

竣 工 年 月 日 ①平成20年10月3日
②平成20年10月28日

敷 地 面 積 86,070.71㎡

延 床 面 積 ①48,221.13㎡ 
②8.12㎡

取 得 年 月 日 平成26年6月25日
取 得 価 額 658百万円（20百万RM（注1））
鑑 定 評 価 額 651百万円（20百万RM（注2））

所 在 地
Lot 49045, Mukim Pulai, 

Daerah Johor Bahru, 
Negeri Johor. Malaysia

竣 工 年 月 日 平成14年5月30日
敷 地 面 積 35,070.00㎡
延 床 面 積 22,870.45㎡

RSC-8 RSC-13イオンモール明和 イオンモール直方
MALL MEIWA MALL NOGATA

取 得 年 月 日 平成25年11月25日
取 得 価 額 3,290百万円
鑑 定 評 価 額 3,610百万円
所 在 地 三重県多気郡

竣 工 年 月 日 ①平成13年8月6日
②③とも平成24年2月21日

敷 地 面 積 119,688.28㎡

延 床 面 積 ①44,126.82㎡ 
②③とも33.49㎡

取 得 年 月 日 平成25年11月22日
取 得 価 額 11,250百万円
鑑 定 評 価 額 12,800百万円
所 在 地 福岡県直方市
竣 工 年 月 日 平成17年4月4日
敷 地 面 積 88,508.54㎡
延 床 面 積 151,969.51㎡

• SMBCサステイナブル ビルディング評価融資「ゴールド」評価

■ ‌�カネボウ工場跡地に平成8年11月に開業、平成14年、平成20年に増床し、店舗面積は約73,000㎡となっています。イオンの直営GMSを中心に約
180店舗の専門店が複合された三重県下最大級のSCです。

■ ‌�平成11年3月にイオンの直営売場主体の商業施設として開業した後、平成20年10月に増床され、モール型RSCにフォーマットが変更されています。
東館、西館の二棟構成であり、2階のブリッジで結ばれています。ともに2階建てで回遊性は良好です。

■ ‌�平成20年11月、加西市の中心部、北条鉄道北条町駅の西約0.25kmの地点に開業したSCです。
15km圏内ではモール型のSCは本物件だけとなっており、専門店のトレンド性、集積度でナン
バーワンのSCとなっています。また、10km圏内では直接競合する施設はなく、本物件の競争力
が最も高いと考えられます。

■ ‌�平成14年8月、イスカンダル・マレーシア地域で最初のイオングループのSCとして開業しまし
た。イオンの直営GMSを中心に、飲食、ファッション、ファッション・アクセサリーなどの専門店
がテナントとして入居しています。

■ ‌�平成13年7月に開業、三重県松阪市、伊勢市を主たる商圏とする同エリア最大のSCです。サブ核
テナントとして「ジョーシン」「109シネマズ」を配し、約70店舗の専門店が複合され、周辺店舗と
の比較では時間消費性の高い魅力的なSCであるものと考えられます。

■ ‌�平成17年4月、JR直方駅の北東約3km、国道200号沿いに開業したモール型RSCです。約140の
テナントを有し、直方市内では本物件が50,000㎡を超える店舗面積を有する最大のSCであり、
周辺に同規模のSCはなく、本物件がリードしていく構図となっています。

（注1）「RM」とはマレーシア・リンギットをいい、「取得価額」の円価額は、本投資法人がイオンマレーシア社に対し、複数回にわたり円貨にて実際に支払った対価の合計額（売買手数料など
の諸費用を含まず。単位未満切り捨て）を記載しています。各支払い時における為替レートに応じて加重平均し算出した為替レートは、1RM=32.92円（小数点第3位切り捨て）。

（注2）「鑑定評価額」の円貨は、決算時（平成２７年１月３１日）が営業日でないため前営業日（平成27年１月30日）の為替相場（１RM=32.57円（小数点第３位を切り捨て））を用いて円貨に
換算しています。
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Ⅰ.	 資産運用報告

資産運用の概況
1.	投資法人の運用状況等の推移

期　　別
第1期 第2期 第3期 第4期

自　平成24年11月30日
至　平成25年 7 月31日

自　平成25年 8 月 1 日
至　平成26年 1 月31日

自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

営業収益 （百万円） ― 2,773 7,420 7,422
　うち不動産賃貸事業収益 （百万円） ― 2,773 7,420 7,422
営業費用 （百万円） 15 1,572 4,615 4,612
　うち不動産賃貸事業費用 （百万円） ― 1,439 4,163 4,165
営業利益又は営業損失（△） （百万円） △15 1,201 2,805 2,810
経常利益又は経常損失（△） （百万円） △107 761 2,338 2,353
当期純利益又は当期純損失（△） （百万円） △107 759 2,337 2,349
総資産額 （百万円） 423 171,644 169,913 169,746
　（対前期比） （％） （―） （―） （△1.0） （△0.1）
有利子負債額 （百万円） ― 67,000 63,000 63,000
純資産額 （百万円） 392 97,003 98,689 98,701
　（対前期比） （％） （―） （―） （+1.7） （+0.0）
出資総額 （百万円） 500 96,351 96,351 96,351
発行済投資口総数 （口） 5,000 950,000 950,000 950,000
1口当たり純資産額 （円） 78,428 102,108 103,883 103,896
分配総額 （百万円） ― 651 2,337 2,349
1口当たり分配金額 （円） ― 686 2,461 2,473
　うち1口当たり利益分配金 （円） ― 686 2,461 2,473
　うち1口当たり利益超過分配金 （円） ― ― ― ―
総資産経常利益率（注2） （％） △23.3 0.9 1.4 1.4
自己資本利益率（注2） （％） △24.2 1.6 2.4 2.4
自己資本比率（注2） （％） 92.5 56.5 58.1 58.1
　（対前期増減） （％） （―） （△36.0） （+1.6） （+0.1）
配当性向（注2） （％） ― 85.8 100.0 100.0
〈参考情報〉
当期運用日数（注3） （日） ― 71 181 184
期末投資物件数 （件） ― 16 17 17
当期減価償却費 （百万円） ― 1,111 2,230 2,245
当期資本的支出額 （百万円） ― 26 289 429
賃貸NOI（Net Operating Income）（注2）（百万円） ― 2,445 5,488 5,502
FFO（Funds from Operation)（注2）（百万円） ― 1,871 4,568 4,595
1口当たりFFO（注2） （円） ― 1,970 4,809 4,837
分配総額／FFO比率（注2） （％） ― 34.8 51.2 51.1

（注1）	営業収益等には消費税等は含まれていません。
（注2）	記載した指標は以下の方法により算定しています。

総資産経常利益率 経常利益÷｛（期首総資産額＋期末総資産額）÷2｝×100
自己資本利益率 当期純利益÷｛（期首純資産額＋期末純資産額）÷2｝×100
自己資本比率 期末純資産額÷期末総資産額×100

配当性向
1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）÷1口当たり当期純利益×100
　なお、第2期の配当性向は、新投資口の発行を行っていることから、次の算式により計
算しています。
　配当性向＝分配金総額（利益超過分配金は含まない）÷当期純利益×100

賃貸NOI（Net Operating Income） 不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋減価償却費
FFO（Funds from Operation） 当期純利益＋減価償却費±不動産等売却損益
1口当たりFFO FFO÷発行済投資口総数
分配総額／FFO比率 分配総額（利益超過分配金を含む）÷FFO×100

（注3）	�当期運用日数は不動産等の実質的な運用を行った日数を記載しており、第2期については平成25年11月22日から平成26年1月31日までの
日数を記載しています。

2.	当期の資産の運用の経過
（1）	投資法人の主な推移
　イオンリート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、「地域社会の生活インフラ資産」である商業施設等
を主な投資対象と位置づけ、中長期にわたる安定した収益の確保と、運用資産の着実な成長を目指します。
　本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号、その後の改正を含みます。以下「投
信法」といいます。）に基づき、イオン・リートマネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）を設
立企画人として平成24年11月30日に設立され、その後、平成25年11月21日を払込期日として公募による新投資口
の発行（900,000口）を実施し、平成25年11月22日に東京証券取引所の不動産投資信託証券市場（J-REIT市場）に
上場（銘柄コード3292）しました。また、平成25年12月17日には第三者割当による新投資口の発行（45,000口）
を実施しました。この結果、平成27年１月31日現在における発行済投資口総数は950,000口となっています。
　平成27年１月31日現在において本投資法人が所有する不動産は、国内外の17物件、取得価額の合計は158,988
百万円となっています。

（2）	投資環境と運用実績
（ア） 投資環境
　日本経済は、平成26年４月の消費税率の引上げに対する影響が想定以上に長引き、個人消費、設備投資等に弱さが
見られましたが、同年10月末の日本銀行による「量的・質的金融緩和」の拡大、安倍政権による消費税の再増税の延
期決定等を受け、急速に円安が進展し、株式市場も好調に推移しております。特に年後半以降は、設備投資、個人消
費にも持ち直しの動きが見られ、企業業績の拡大期待も高まっており、米国の底堅い景気回復等にも支えられ、日本
経済は緩やかな回復軌道をたどっています。J-REIT市場においても良好な資金調達環境の下、物件取得意欲も旺盛で
あり、市場全体の時価総額は過去最高水準となっています。

（イ） 運用実績
　このような環境下、平成26年６月25日に20百万RM（658百万円）（注）にて取得したJ-REIT初の海外不動産への
投資である、マレーシア国ジョホール州所在のイオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センター（AEON 
Taman Universiti Shopping Centre）をAEON CO.（M）BHD.（以下「イオンマレーシア社」といいます。）が通
期、賃貸事業として稼働しました。
　また、国内不動産についても、店舗の空調設備の更新や外壁塗装工事等の定期的に行うべき工事のほか、店舗活性
化工事や店舗照明のLED化工事等、店舗としての機能性改善のための資本的支出を行い、ポートフォリオ価値の維
持・向上に努めてきました。
（注）	�「RM」とはマレーシア・リンギットをいい、取得価額の円貨額は、本投資法人がイオンマレーシア社に対し、複数回にわたり実際に支払った

対価の円貨額の合計額（売買手数料等の諸費用を含まず、単位未満を切捨て）を記載しています。

（3）	資金の調達
　本投資法人の平成27年１月31日時点の借入金残高は63,000百万円であり、LTV（本投資法人の保有する資産総額
に対する、有利子負債残高に信託預り敷金及び保証金を加えた額の割合）は41.5％です。
　平成27年１月31日現在の長期有利子負債比率（有利子負債合計に対する長期有利子負債（１年内返済の長期借入
金を含みます。）の割合）は100.0％及び金利の固定化比率（有利子負債合計に対する金利支払いが固定化された有利
子負債（金利スワップで固定化された有利子負債を含みます。）の割合）は85.7％となり、上記LTVとあわせまして、
引き続き健全かつ保守的な財務体質を保持しています。
　なお、平成27年１月31日現在の本投資法人の格付けの取得状況は以下のとおりです。

〈格付〉

信用格付業者 格付内容 格付の方向性
株式会社日本格付研究所 AA－ 安定的
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（4）	業績及び分配金
　上記の運用の結果、当期の業績は、営業収益7,422百万円、営業利益2,810百万円、経常利益2,353百万円、当期
純利益2,349百万円となりました。
　当期の分配金については、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金
算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の概ね全額を
分配することとし、この結果、投資口1口当たりの分配金は2,473円となりました。
　なお、本投資法人の規約第35条第2項に定める利益を超えた金銭の分配は行いません。

3.	増資等の状況
　本投資法人の設立以降平成27年1月31日までの発行済投資口総数及び出資総額の増減は以下のとおりです。

年 月 日 摘 要
発行済投資口総数

（口）
出 資 総 額
（百万円） 備考

増 減 残 高 増 減 残 高
平成24年11月30日 私募設立 5,000 5,000 500 500 （注1）

平成25年11月21日 公募増資 900,000 905,000 91,287 91,787 （注2）

平成25年12月17日 第三者割当増資 45,000 950,000 4,564 96,351 （注3）

（注1）	本投資法人の設立に際して、1口当たり発行価格100,000円にて新投資口を発行しました。
（注2）	1口当たり発行価格105,000円（発行価額101,430円）にて、公募により新投資口を発行しました。
（注3）	1口当たり発行価格105,000円（発行価額101,430円）にて、第三者割当により新投資口を発行しました。

〔投資証券の取引所価格の推移〕
　本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所の不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終値）
は以下のとおりです。

期 別 第1期 第2期 第3期 第4期

計算期間 自　平成24年11月30日
至　平成25年 7 月31日

自　平成25年 8 月 1 日
至　平成26年 1 月31日

自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

最　高（円） ― 145,000 138,900 176,100

最　低（円） ― 113,200 122,400 133,000

4.	分配金等の実績
　当期の分配金については、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金
算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配
することとし、この結果、投資口1口当たりの分配金は2,473円となりました。

期　　別
第1期 第2期 第3期 第4期

自  平成24年11月30日
至  平成25年 7 月31日

自  平成25年 8 月 1 日
至  平成26年 1 月31日

自  平成26年 2 月 1 日
至  平成26年 7 月31日

自  平成26年 8 月 1 日
至  平成27年 1 月31日

当期未処分利益総額又は当期未処理損失総額（△）（千円） △107,855 652,135 2,338,167 2,349,969

利益留保額 （千円） ― 435 217 619

金銭の分配金総額 （千円） ― 651,700 2,337,950 2,349,350

（1口当たり分配金） （円） （―） （686） （2,461） （2,473）

うち利益分配金総額 （千円） ― 651,700 2,337,950 2,349,350

（1口当たり利益分配金） （円） （―） （686） （2,461） （2,473）

うち出資払戻総額 （千円） ― ― ― ―

（1口当たり出資払戻額） （円） （―） （―） （―） （―）

5.	今後の運用方針及び対処すべき課題
（1）	運用全般に関する見通し
　今後の日本経済については、消費増税の影響が和らぎ、米国経済の回復、並びに円安による輸出の増加、原油等の
資源安等の恩恵を受け企業業績は底堅く推移するとともに、今後の設備投資の増加が見込まれます。家計部門では、
大企業を中心とした賃上げ、人手不足等により雇用・所得環境の改善が進み、加えて資源安に伴うインフレ率の低下
によって、実質所得は改善し、個人消費の緩やかな回復傾向が続くものと思われます。
　商業施設を取り巻く環境に関し、内閣府発表の「消費動向調査（平成27年1月）」によると、平成27年1月の「消費
者態度指数」について昨年同月よりは下回っているものの、平成26年11月を底として2ヶ月続けて改善、消費者心理
の持ち直し傾向が伺えます。また、総務省統計局発表の「家計調査」（平成27年2月）において平成26年4〜6月期の
消費支出は、消費税の駆け込み需要の反動により、実質5.7％減（物価変動の影響を除く）、7〜9月期についても5.3％
減と低迷しておりましたが、10〜12月期については3.2％減と底打ちの兆しが表れております。
　海外経済については、米国の堅調な景気回復に牽引される形で、原油安、欧州のECBの資産買入プログラムの拡大
等にも支えられ、先進国において景気はゆるやかに回復に向かうと期待されます。新興国については、原油安がロシ
ア、マレーシア等の資源国経済に影響、また中国、ブラジルといった国々においても景気の減速の兆候が表れており
ます。一方で原油安の恩恵を受けるインドのような堅調な経済成長が見込まれる国もあり、個々に強弱があるものの
不透明感は増しており、世界全体としては成長が弱含む可能性があります。
　今後のリスク要因として、ギリシャの債務問題、ウクライナ情勢緊迫化等の地政学リスクの増大、米国経済の景気
回復の遅れ、金利引き上げによる新興国への影響、及び国内個人消費の低迷の長期化などが挙げられ、引き続き注視
してまいります。

（2）	今後の運用方針
（ア） 基本方針
　本投資法人は、中長期にわたる安定した収益の確保と資産価値の維持・向上を目指し、賃貸収入の維持・向上、適
切な管理・修繕の実施、管理コストの適正化・効率化に努めます。

（イ） 投資方針と成長戦略
　イオングループは、大規模商業施設をはじめとする様々な類型の商業施設を開発から運営まで一貫して実施できる
総合力を有しています。本投資法人の成長戦略においては、この総合力を最大限活用することで、ポートフォリオの
中長期的な成長を目指します。
　本投資法人は、イオングループが開発した商業施設等を、スポンサーサポート契約及びパイプラインサポート契約
に基づいてイオングループより取得することを通じて、資産規模の拡大、運用の安定性向上及び資金調達力の向上を
達成できると考えています。そして、資金調達力の向上によって、さらなる物件取得による資産規模の拡大へとつな
げることができます。他方で、イオングループからみると、本投資法人に商業施設等を売却することによって得た資
金を成長投資の実行（新規店舗の開発等）に充てることが可能となります。このような成長投資の実行は、イオング
ループの収益の増加、企業価値の向上に寄与することとなると考えられ、本投資法人のさらなる成長を支える存在と
なり得ます。本投資法人は、上記のような本投資法人とイオングループがそれぞれ好循環に至る良好な関係、すなわ
ち、ウィン-ウィン（WIN-WIN）の関係を構築し、投資主価値の最大化を目指します。

（ウ） 財務戦略
　本投資法人は、保守的な負債比率を意識しつつ、強固な財務基盤を維持します。運用にあたっては、原則として、
LTVを50％前後の水準とし、その上限を60％として運用を行います。リファイナンスリスク、金利変動リスクを低
減させるため、借入期間の長期化及び金利の固定化を検討し、適切な運営を目指します。
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6.	決算後に生じた重要な事実
（1）	新投資口の発行について
　本投資法人は、平成27年1月22日及び平成27年2月4日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発行を決
議し、公募による新投資口については平成27年2月12日、第三者割当による新投資口については平成27年2月25日
にそれぞれ払込みが完了しています。
（ア） 公募による新投資口発行（一般募集）
発行新投資口数	 133,190口
発行価格	 1口当たり148,200円
発行価格の総額	 19,738,758,000円
発行価額	 1口当たり143,336円
発行価額の総額	 19,090,921,840円
払込期日	 平成27年 2 月12日
分配金起算日	 平成27年 2 月 1 日

（イ） 第三者割当による新投資口発行
発行新投資口数	 7,010口
発行価額	 1口当たり143,336円
発行価額の総額	 1,004,785,360円
払込期日	 平成27年 2 月25日
分配金起算日	 平成27年 2 月 1 日
割当先	 みずほ証券株式会社

（ウ） 資金使途
　上記の公募及び第三者割当に係る調達資金については、後記「（2）資産の取得について」に記載の不動産信託受益
権の取得資金の一部に充当しました。

（2）	資産の取得について
　本投資法人は、以下の不動産信託受益権6件（取得価額の合計35,270百万円）を取得しました。

物件名称 所在地 取得価額
（百万円） 取得日 取得先

イオンモールKYOTO 京都府京都市 21,470 平成27年2月27日 イオンモール株式会社

イオンモール札幌平岡 北海道札幌市 5,900 平成27年2月18日 フォレスター特定目的会社

イオンモール釧路昭和 北海道釧路市 1,780 平成27年2月18日 フォレスター特定目的会社

イオンモール利府 宮城県宮城郡 2,560 平成27年2月18日 フォレスター特定目的会社

イオンモール山形南 山形県山形市 1,350 平成27年2月18日 フォレスター特定目的会社

イオンモール四日市北 三重県四日市市 2,210 平成27年2月18日 フォレスター特定目的会社

合　　　計 ― 35,270 ― ―

（注）	�取得価額には、取得に要する消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含まない金額（各取得資産に係る売買契約に記載された各
信託受益権の売買代金）を記載しています。

（3）	資金の借入れについて
　本投資法人は、上記「（2）資産の取得について」に記載の「イオンモールKYOTO」の取得資金及び関連費用の一
部に充当するため、以下の資金の借入れを実行しました。

区
分 借入先 借入

金額 利率 借入
実行日

返済
期限

返済
方法 担保

短
期

株式会社みずほ銀行
20億円

基準金利（全銀協3ヶ月日
本円TIBOR）に0.25％を加
えた利率

平成27年
2月27日

平成27年
10月20日

期限
一括
弁済

無担保
無保証株式会社三井住友銀行

区
分 借入先 借入

金額 利率 借入
実行日

返済
期限

返済
方法 担保

長
期

株式会社みずほ銀行

7億円
基準金利（全銀協3ヶ月日
本円TIBOR）に0.25％を加
えた利率

平成27年
2月27日

平成29年
10月20日

期限
一括
弁済

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

株式会社広島銀行

株式会社みずほ銀行

12億円
基準金利（全銀協3ヶ月日
本円TIBOR）に0.40％を加
えた利率（注1）

平成31年
10月21日

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

株式会社イオン銀行

株式会社百五銀行

株式会社七十七銀行

株式会社みずほ銀行

40億円
基準金利（全銀協3ヶ月日
本円TIBOR）に0.55％を加
えた利率（注2）

平成33年
10月20日

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

株式会社三菱東京UFJ銀行

農林中央金庫

三菱UFJ信託銀行株式会社

みずほ信託銀行株式会社

株式会社りそな銀行

株式会社日本政策投資銀行

株式会社みずほ銀行

45億円
基準金利（全銀協3ヶ月日
本円TIBOR）に0.85％を加
えた利率（注3）

平成36年
10月21日

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

株式会社三菱東京UFJ銀行

株式会社三重銀行

（注1）	�平成27年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.61910％で固定されています。
（注2）	�平成27年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.88915％で固定されています。
（注3）	�平成27年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に1.40390％で固定されています。

投資法人の概況
1.	出資の状況

期　　別 第1期
（平成25年7月31日現在）

第2期
（平成26年1月31日現在）

第3期
（平成26年7月31日現在）

第4期
（平成27年1月31日現在）

発行可能投資口総口数 （口） 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000

発行済投資口総数 （口） 5,000 950,000 950,000 950,000

出資総額 （百万円） 500 96,351 96,351 96,351

投資主数 （名） 1 21,376 17,230 14,448
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2.	投資口に関する事項
　平成27年1月31日現在の投資主のうち、保有する投資口の比率が高い上位10名は以下のとおりです。

氏名又は名称 住　　所 所有投資口数
（口）

発行済投資口総数
に対する所有投資
口数の割合
（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口） 東京都中央区晴海一丁目8番11号 184,215 19.39

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目5番地1 180,095 18.95
日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 東京都港区浜松町二丁目11番3号 70,740 7.44

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番12号
晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーZ棟

69,451 7.31

NOMURA BANK
（LUXEMBOURG）S.A.

BATIMENT A,33, RUE DE 
GASPERICH, L-5826, 
LUXEMBOURG

34,275 3.60

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目2番2号 30,404 3.20
三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 27,150 2.85
株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目5番5号 20,000 2.10
東京センチュリーリース株式会社 東京都千代田区神田練塀町3番地 20,000 2.10
THE BANK OF NEW YORK 
MELLON SA ／NV 10

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 
1000 BRUSSELS, BELGIUM 10,351 1.08

合　　　計 646,681 68.07
（注）	発行済投資口総数に対する所有投資口数の割合は小数第2位未満を切り捨てて記載しています。

3.	役員等に関する事項
（1）	当期における執行役員、監督役員及び会計監査人は以下のとおりです。

役職名 氏名又は名称 主な兼職等
当該営業期間における
役職毎の報酬の総額
（注2）（千円）

執行役員（注1） 河原　健次 イオン・リートマネジメント株式会社　代表取締役社長 ―

監督役員（注1）
安保　智勇 中央総合法律事務所　弁護士 1,800
関　　葉子 銀座プライム法律事務所　弁護士 1,800

会計監査人 あらた監査法人 ― 10,000
（注1）	�執行役員河原健次は、本投資法人の投資口を自己の名義で1口所有しており、監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を所有していません。

また、監督役員は、上記記載以外の他の法人の役員である場合がありますが、上記を含めいずれも本投資法人との利害関係はありません。
（注2）	�執行役員及び監督役員については当期において支給した額、会計監査人については当期の監査に係る報酬として支払うべき額を記載しています。

（2）	会計監査人の解任及び不再任の決定の方針
　会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また、不再任については、諸般の事情を総合的に勘案して、
本投資法人の役員会において検討します。

4.	資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者
　平成27年1月31日現在における資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は、以下のとおりです。

委 託 区 分 名　　称
資産運用会社 イオン・リートマネジメント株式会社
資産保管会社 三井住友信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資主名簿等管理人） みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（機関運営事務） 三菱UFJ信託銀行株式会社
一般事務受託者（会計事務等に関する業務） 三井住友信託銀行株式会社

投資法人の運用資産の状況
1.	投資法人の財産の構成

資産
の
種類

資産
の
用途

地域
（注1）

第3期
（平成26年7月31日現在）

第4期
（平成27年1月31日現在）

保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産
比率
（％）

外貨建資産保有額（百万円）
保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産
比率
（％）

外貨建資産保有額（百万円）
為替評価
差損益

（百万円）
（注3）

対総資産
比率
（％）

為替評価
差損益

（百万円）
（注4）

対総資産
比率
（％）

不動産
信託
受益権

商業
施設

北海道・東北 11,888 7.0 ― ― ― 11,732 6.9 ― ― ―
関東 60,836 35.8 ― ― ― 60,200 35.5 ― ― ―
東海・北陸・
中部 17,710 10.4 ― ― ― 17,473 10.3 ― ― ―

近畿 7,136 4.2 ― ― ― 7,034 4.1 ― ― ―
中国・四国 33,869 19.9 ― ― ― 33,513 19.7 ― ― ―
九州・沖縄 25,028 14.7 ― ― ― 24,720 14.6 ― ― ―
マレーシア 713 0.4 713 △11 0.4 705 0.4 705 △5 0.4
計 157,183 92.5 713 △11 0.4 155,380 91.5 705 △5 0.4

預金・その他の資産 12,730 7.5 0 0 0.0 14,366 8.5 17 0 0.0
資産総額計 169,913 100.0 713 △11 0.4 169,746 100.0 722 △5 0.4

（注1）	「地域」欄につきましては、下記の区分とします。
	 	 北海道・東北	 ：北海道、青森県、秋田県、岩手県、山形県、宮城県、福島県
	 	 関東	 ：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、栃木県、群馬県
	 	 東海・北陸・中部	：愛知県、静岡県、三重県、新潟県、富山県、石川県、福井県、長野県、山梨県、岐阜県
	 	 近畿	 ：大阪府、京都府、奈良県、滋賀県、和歌山県、兵庫県
	 	 中国・四国	 ：鳥取県、岡山県、島根県、広島県、山口県、香川県、徳島県、愛媛県、高知県
	 	 九州・沖縄	 ：福岡県、熊本県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
	 	 マレーシア	 ：マレーシア国の全土を1区分として記載しています。
（注2）	「保有総額」欄は、期末時点の貸借対照表計上額（不動産及び不動産信託受益権につきましては、減価償却後の帳簿価額）によっています。
（注3）	�「為替評価差損益」欄は、決算時（平成26年7月31日）の為替相場（1RM=32.27円（小数点第3位を切捨て））を用いて円貨に換算した期

末帳簿価額から取得時点の為替相場で評価換算した期末帳簿価額を差引いた額を表示しています。
（注4）	�「為替評価差損益」欄は、決算時（平成27年1月31日）の為替相場を用いて円貨に換算した期末帳簿価額から取得時点の為替相場で評価換

算した期末帳簿価額を差引いた額を表示しています。なお、決算時（平成27年1月31日）の為替相場は、同日が営業日でないため前営業日
（平成27年1月30日）の為替相場（1RM=32.57円（小数点第3位を切捨て））を用いています。

2.	主要な保有資産
　平成27年1月31日現在における本投資法人の主要な保有資産（期末帳簿価額上位10物件）の概要は以下のとおりです。

不動産等の名称 期末帳簿価額
（百万円）

賃貸可能面積
（㎡）
（注1）

賃貸面積
（㎡）
（注2）

稼働率
（％）

対総不動産
賃貸事業

収益比率（％）
主たる用途

イオンレイクタウンmori（注3） 20,710 160,387.00 160,387.00 100.0 9.2 商業施設
イオンモール倉敷 17,594 157,274.78 157,274.78 100.0 10.0 商業施設
イオンモール水戸内原 16,066 159,997.49 159,997.49 100.0 9.8 商業施設
イオンモール熊本 13,776 101,132.38 101,132.38 100.0 7.9 商業施設
イオンモール直方 10,944 151,969.51 151,969.51 100.0 7.4 商業施設
イオン相模原
ショッピングセンター 10,222 75,056.62 75,056.62 100.0 5.7 商業施設

イオンモール鈴鹿 9,502 125,236.10 125,236.10 100.0 6.0 商業施設
イオンモール綾川 8,425 113,149.07 113,149.07 100.0 6.2 商業施設
イオンモール日吉津 7,493 102,045.24 102,045.24 100.0 5.7 商業施設
イオンモール加西北条 7,034 48,229.25 48,229.25 100.0 4.4 商業施設

合　　計 121,769 1,194,477.44 1,194,477.44 100.0 72.2
（注1）	�「賃貸可能面積」欄は、各保有資産について、本投資法人の取得時点での有効な各保有資産に係る物件の賃貸借契約又は建物図面等に基づき

賃貸が可能と考えられるものを記載しています。
（注2）	�「賃貸面積」欄は、各保有資産について、本投資法人の取得時点での有効な各保有資産に係る各賃貸借契約に表示された賃貸面積の合計を記

載しています。
（注3）	�本投資法人は、「イオンレイクタウンmori」の不動産信託受益権の40％を準共有持分として保有しており、「対総不動産賃貸事業収益比率」

欄には、不動産信託受益権の準共有持分割合に相当するものを記載しています。
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3.	不動産等組入資産明細
　平成27年1月31日現在における本投資法人が保有する資産の概要は以下のとおりです。

物件
番号 不動産等の名称 所　在　地

（注1） 所有形態
賃貸可能面積
（㎡）
（注2）

期末帳簿価額
（百万円）

期末算定価額
（百万円）
（注3）

SRSC-1 イオンレイクタウン
mori（注4）

埼玉県越谷市
レイクタウン三丁目1番地1

不動産
信託受益権 160,387.00 20,710 23,000

SRSC-2 イオンレイクタウン
kaze（注4）

埼玉県越谷市
レイクタウン四丁目2番地2

不動産
信託受益権 127,183.81 6,527 7,290

RSC-1 イオンモール盛岡 岩手県盛岡市前潟
四丁目7番1号

不動産
信託受益権 98,968.59 5,191 5,590

RSC-2 イオンモール石巻 宮城県石巻市茜平
四丁目101番地

不動産
信託受益権 60,682.20 6,540 7,020

RSC-3 イオンモール水戸内原 茨城県水戸市内原
二丁目1番

不動産
信託受益権 159,997.49 16,066 17,300

RSC-4 イオンモール太田 群馬県太田市石原町
81番地

不動産
信託受益権 93,165.27 6,673 7,820

RSC-5 イオン相模原
ショッピングセンター

神奈川県相模原市南区
古淵二丁目10番1号

不動産
信託受益権 75,056.62 10,222 10,300

RSC-6 イオンモール大垣 岐阜県大垣市外野
二丁目100番地

不動産
信託受益権 64,246.26 4,721 5,210

RSC-7 イオンモール鈴鹿 三重県鈴鹿市庄野羽山
四丁目1番2号

不動産
信託受益権 125,236.10 9,502 10,100

RSC-8 イオンモール明和 三重県多気郡明和町
中村1223番地

不動産
信託受益権 44,193.80 3,249 3,610

RSC-9 イオンモール加西北条 兵庫県加西市北条町
308番地1

不動産
信託受益権 48,229.25 7,034 7,610

RSC-10 イオンモール日吉津 鳥取県西伯郡日吉津村
日吉津1160番地1

不動産
信託受益権 102,045.24 7,493 8,180

RSC-11 イオンモール倉敷 岡山県倉敷市水江1番 不動産
信託受益権 157,274.78 17,594 18,700

RSC-12 イオンモール綾川 香川県綾歌郡綾川町
萱原822-1

不動産
信託受益権 113,149.07 8,425 9,190

RSC-13 イオンモール直方 福岡県直方市湯野原
二丁目1番1号

不動産
信託受益権 151,969.51 10,944 12,800

RSC-14 イオンモール熊本 熊本県上益城郡嘉島町
大字上島字長池2232

不動産
信託受益権 101,132.38 13,776 14,800

M-1
イオン・タマン・ユニバーシ
ティ・ショッピング・センター
（AEON Taman Universiti 
Shopping Centre）（注5）

Lot 49045, Mukim 
Pulai, Daerah Johor 
Bahru, Negeri 
Johor. Malaysia

不動産
信託受益権 22,870.45 705

（21百万RM）
651

（20百万RM）

合　　計 1,705,787.82 155,380 169,171
（注1）	�「所在地」欄には、各保有資産の住居表示を記載しています。また、住居表示未実施の場合は、登記簿上の建物所在地（複数ある場合にはそ

のうちの一所在地）を記載しています。
（注2）	「賃貸可能面積」欄には、各取得資産に係る物件の賃貸借契約又は建物図面等に基づき賃貸が可能と考えられるものを記載しています。
（注3）	�「期末算定価額」欄には、平成27年1月31日を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載された不動産鑑定評価額又は不動産調査報告書に記

載された調査価額を記載しています。
（注4）	�本投資法人は、「イオンレイクタウンmori」、「イオンレイクタウンkaze」の各不動産信託受益権の40％を準共有持分として保有しており、

「期末算定価額」欄には、不動産信託受益権の準共有持分割合（いずれも40％）に相当する金額を記載しています。
（注5）	�「所在地」欄には、権利証書（Issue Document of Title）に記載される権原明細（Title Particulars）を記載しています。
	 	 �「不動産信託受益権」とは、マレーシア国ジョホール州所在のイオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センターの一部の信託に係

る権利をいいます。
	 	 �「期末帳簿価額」欄は、取得価額（本投資法人がイオンマレーシア社に対し、複数回にわたり円貨にて実際に支払った対価の合計額）に、当

該不動産等の取得に要した諸費用（付随費用）を加算し、当期末までの減価償却累計額を差し引いた金額を記載しています。付随費用は円
貨で支払ったものについては当該金額、RMで支払ったものについては取引発生時の為替相場（取引の行われた月の前月の直物為替相場の平
均）を用いて円貨に換算した額を取得価額に加算しています。

	 	 �本投資法人は、「イオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センター」の不動産信託受益権に係る信託の信託財産たる共有持分に類
する権利（18.18％）を保有しており、「期末算定価額」欄には、平成27年1月31日を価格時点とする不動産鑑定評価額又は不動産調査報告
書に記載された調査価額につき、不動産信託受益権に係る信託の信託財産たる共有持分に類する権利（18.18％）に相当する金額を記載し
ています。なお、「期末算定価額」は、決算時（平成27年1月31日）の為替相場を用いて円貨に換算していますが、同日が営業日でないた
め前営業日（平成27年1月30日）の為替相場（1RM=32.57円（小数点第3位を切捨て））を用いて円貨に換算しています。

　本投資法人が保有する不動産等の賃貸状況は以下のとおりです。

不動産等の名称

第3期
（自  平成26年2月1日　至  平成26年7月31日）

第4期
（自  平成26年8月1日　至  平成27年1月31日）

テナント
総数

〔期末時点〕
（注1）

稼働率
〔期末時点〕
（％）

不動産賃貸
事業収益
〔期間中〕
（百万円）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）

テナント
総数

〔期末時点〕
（注1）

稼働率
〔期末時点〕
（％）

不動産賃貸
事業収益
〔期間中〕
（百万円）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）

イオンレイクタウンmori（注2） 1 100.0 685 9.2 1 100.0 685 9.2
イオンレイクタウンkaze（注2） 1 100.0 333 4.5 1 100.0 330 4.5
イオンモール盛岡 1 100.0 338 4.6 1 100.0 338 4.6
イオンモール石巻 1 100.0 354 4.8 1 100.0 352 4.7
イオンモール水戸内原 1 100.0 725 9.8 1 100.0 725 9.8
イオンモール太田 1 100.0 476 6.4 1 100.0 476 6.4
イオン相模原
ショッピングセンター 1 100.0 420 5.7 1 100.0 420 5.7

イオンモール大垣 1 100.0 329 4.4 1 100.0 328 4.4
イオンモール鈴鹿 1 100.0 446 6.0 1 100.0 445 6.0
イオンモール明和 1 100.0 214 2.9 1 100.0 213 2.9
イオンモール加西北条 1 100.0 328 4.4 1 100.0 326 4.4
イオンモール日吉津 1 100.0 425 5.7 1 100.0 424 5.7
イオンモール倉敷 1 100.0 742 10.0 1 100.0 741 10.0
イオンモール綾川 1 100.0 460 6.2 1 100.0 458 6.2
イオンモール直方 1 100.0 548 7.4 1 100.0 548 7.4
イオンモール熊本 1 100.0 584 7.9 1 100.0 584 7.9
イオン・タマン・
ユニバーシティ・
ショッピング・センター
（注3）

1 100.0 4
（136千RM） 0.1 1 100.0 23

（704千RM） 0.3

合　　計 17 100.0 7,420 100.0 17 100.0 7,422 100.0
（注1）	「テナント総数」欄は、当該物件の賃貸借契約数の合計数を記載しています。
（注2）	�本投資法人は、「イオンレイクタウンmori」、「イオンレイクタウンkaze」の各不動産信託受益権の40％を準共有持分として保有しており、

「不動産賃貸事業収益」欄、「対総不動産賃貸事業収益比率」欄には、不動産信託受益権の準共有持分割合（いずれも40％）に相当するもの
を記載しています。

（注3）	�本投資法人は、「イオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センター」の不動産信託受益権に係る信託の信託財産たる共有持分に類
する権利（18.18％）を保有しており、「不動産賃貸事業収益」欄、「対総不動産賃貸事業収益比率」欄には、不動産信託受益権に係る信託
の信託財産たる共有持分に類する権利（18.18％）に相当するものを記載しています。なお、取引発生時の為替相場（取引の行われた月の
前月の直物為替相場の平均）を用いて円貨に換算しています。

4.	有価証券組入資産明細
　該当事項はありません。

5.	特定取引の契約額等及び時価の状況表
　平成27年1月31日現在、本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は、以下のとおりです。

区　分 種　類
契約額等（百万円）（注1） 時価（百万円）

（注2）うち1年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
変動受取・固定支払 54,000 54,000 △784

合　　計 54,000 54,000 △784
（注1）	金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（注2）	当該取引契約の相手方が市場実勢金利をもとに算出した価格で評価しています。
（注3）	�当該取引は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）に基づき金利スワップの特例処理を適用しているた

め、貸借対照表において時価評価しておりません。
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6.	その他資産の状況
　本投資法人が保有する不動産信託受益権については、前記「3．不動産等組入資産明細」に含めて記載しており、
これらの項目の記載以外にその他の特定資産の組入れはありません。

7.	国及び地域毎の資産保有状況
　平成27年1月31日現在における本投資法人の国及び地域毎の資産保有状況は次のとおりです。

国　名 保有総額（百万円）
（注1）

期末算定価額（百万円）（注2） 物件数
（件）対総資産比率（％）

日本 154,674 168,520 99.6 16

マレーシア 705 651 0.4 1

合　　計 155,380 169,171 100.0 17

（注1）	�「保有総額」欄は、平成27年1月31日時点の貸借対照表計上額（不動産及び不動産信託受益権につきましては、減価償却後の帳簿価額）に
よっています。

（注2）	�「期末算定価額」欄には、平成27年1月31日を価格時点とする不動産鑑定評価額又は不動産調査報告書に記載された調査価額を記載してい
ます。マレーシアに保有する物件の「期末算定価額」については、平成27年1月31日を価格時点とする不動産鑑定評価額を決算時の為替相
場を用いて円貨に換算していますが、同日が営業日でないため前営業日（平成27年1月30日）の為替相場（1RM=32.57円（小数点第3位
を切捨て））を用いて円貨に換算しています。

保有不動産の資本的支出
1.	資本的支出の予定
　本投資法人が平成27年1月31日現在保有する資産に関し、現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定
額のうち主要なもの（1工事当たり10百万円を超えるもの）は以下のとおりです。
　なお、下記工事予定金額には、会計上費用処理される部分が含まれています。

不動産等の名称
（所在） 目　的 予定期間

工事予定金額（百万円）

総　額 当期支払額 既支払総額
イオンモール盛岡
（岩手県盛岡市） 空調設備更新工事 自　平成27年 4 月

至　平成27年 5 月 26 ― ―

イオンモール太田
（群馬県太田市）

空調設備更新工事 自　平成27年 3 月
至　平成27年 4 月 25 ― ―

空調設備更新工事 自　平成27年 4 月
至　平成27年 5 月 25 ― ―

イオン相模原
ショッピングセンター
（神奈川県相模原市）

空調設備更新工事 自　平成27年 6 月
至　平成27年 7 月 10 ― ―

空調設備更新工事 自　平成27年 6 月
至　平成27年 7 月 45 ― ―

イオンモール鈴鹿
（三重県鈴鹿市） 特高受変電設備工事 自　平成27年 4 月

至　平成27年 5 月 18 ― ―

イオンモール明和
（三重県多気郡）

空調設備更新工事 自　平成27年 3 月
至　平成27年 4 月 10 ― ―

屋上排風機更新工事 自　平成27年 5 月
至　平成27年 6 月 15 ― ―

中央監視盤更新工事 自　平成27年 6 月
至　平成27年 7 月 10 ― ―

不動産等の名称
（所在） 目　的 予定期間

工事予定金額（百万円）

総　額 当期支払額 既支払総額

イオンモール倉敷
（岡山県倉敷市）

スロープ鉄骨塗装
工事

自　平成27年 2 月
至　平成27年 3 月 16 ― ―

空調設備更新工事 自　平成27年 3 月
至　平成27年 4 月 19 ― ―

空調設備更新工事 自　平成27年 5 月
至　平成27年 6 月 10 ― ―

イオンモール日吉津
（鳥取県西伯郡） 店舗活性化改修工事 自　平成27年 2 月

至　平成27年 5 月 135 ― ―

イオンモール綾川
（香川県綾歌郡） 外壁塗装工事 自　平成27年 4 月

至　平成27年 6 月 45 ― ―

イオンモール直方
（福岡県直方市）

スロープ鉄骨塗装
工事

自　平成27年 6 月
至　平成27年 7 月 43 ― ―

イオンモール熊本
（熊本県上益城郡） 空調設備更新工事 自　平成27年 4 月

至　平成27年 5 月 12 ― ―

イオンレイクタウンkaze
（埼玉県越谷市）（注） 店舗活性化改修工事 自　平成27年 2 月

至　平成27年 5 月 282 ― ―

（注）	�本投資法人は、「イオンレイクタウンkaze」の不動産信託受益権の40％を準共有持分として保有しており、「総額」欄には、不動産信託受益
権の準共有持分割合（40％）に相当する金額を記載しています。

2.	期中の資本的支出
　本投資法人が平成27年1月31日現在保有する資産に関し、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事（1工事
当たり10百万円を超えるもの）は以下のとおりです。当期の資本的支出は429百万円であり、費用に区分された修繕
費182百万円と合わせ、合計612百万円の工事を実施しています。

不動産等の名称
（所在） 目　的 期　間 工事金額

（百万円）
イオンモール盛岡
（岩手県盛岡市） スロープ鉄骨塗装工事 自　平成26年 8 月

至　平成26年 9 月 16

イオン相模原ショッピングセンター
（神奈川県相模原市）

店舗活性化改修工事 自　平成26年 8 月
至　平成26年11月 66

火災報知器更新工事 自　平成26年 9 月
至　平成26年11月 17

イオンモール倉敷
（岡山県倉敷市）

空調設備更新工事 自　平成26年 8 月
至　平成26年 9 月 17

空調設備更新工事 自　平成26年10月
至　平成26年12月 122

イオンモール綾川
（香川県綾歌郡） 外壁塗装工事 自　平成26年 9 月

至　平成26年10月 48

イオンモール直方
（福岡県直方市） スロープ鉄骨塗装工事 自　平成26年11月

至　平成27年 1 月 20

イオンモール熊本
（熊本県上益城郡） 照明LED化工事 自　平成26年10月

至　平成26年12月 41

3.	長期修繕計画のために積立てた金銭
　該当事項はありません。
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費用・負債の状況
1.	運用等に係る費用明細

（単位：千円）

項　　目
第3期 第4期

自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

（a）	資産運用報酬（注1） 328,357 330,683

	 （内訳）	運用報酬Ⅰ（注2） 229,815 231,269

	 	 運用報酬Ⅱ（注3） 98,541 99,413

（b）	資産保管委託手数料 6,904 6,841

（c）	一般事務委託手数料 36,501 28,572

（d）	役員報酬 3,600 3,600

（e）	その他営業費用 76,919 76,993

合　　計 452,282 446,690

（注1）	�「資産運用報酬」には、上記とは別に、不動産等を取得又は売却した場合、その売買代金に料率を乗じて算出した額を支払い、該当不動産の
取得原価又は売却損益に算入している「取得報酬」及び「譲渡報酬」があり、第3期には1百万円の取得報酬が発生しています。

（注2）	�「運用報酬Ⅰ」は、本投資法人の直前の営業期間（但し、上場日が属する営業期間については、当該上場日が属する営業期間）（なお、上場
日とは、本投資法人の投資口が東京証券取引所に上場した日をいいます。）の決算期における貸借対照表に記載された総資産額に、100分の
0.3（年率）を上限として本資産運用会社との間で別途合意する料率を乗じ、さらに当該計算期間の実日数を乗じた金額を365で除して得ら
れる金額（1円未満を切捨て。）を運用報酬Ⅰとします。

（注3）	�「運用報酬Ⅱ」は、「本投資法人の当該決算期における運用報酬Ⅱ控除前分配可能金額（以下で定義されます。）を当該決算期における発行済
投資口の総数で除した金額（以下「運用報酬Ⅱ控除前1口当たり分配金」といいます。）」に、「当該営業期間における不動産賃貸収益の合計
から不動産賃貸費用（減価償却費及び固定資産除却損を除きます。）を控除した金額（以下「NOI」といいます。）」を乗じ、さらに100分の
0.001を上限として本資産運用会社との間で別途合意する料率を乗じて得られる金額（1円未満を切捨て。）を運用報酬Ⅱとします。すなわ
ち、以下の計算式で算出されます。

	 	 　運用報酬Ⅱ＝運用報酬Ⅱ控除前1口当たり分配金×NOI×0.001％を上限として別途合意する料率（1円未満切捨て。）
	 	 �　なお、「運用報酬Ⅱ控除前分配可能金額」とは、我が国において一般的に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算される税引

前当期純利益（運用報酬Ⅱ及び控除対象外消費税等控除前）に繰越欠損金があるときはその金額を填補した後の金額をいうものとします。

2.	借入状況
　平成27年1月31日現在における金融機関毎の借入金の状況は以下のとおりです。

区　分
借入日 当期首残高

（百万円）
当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）
（注1）

返済期限 返済
方法 使途 摘要

借入先

長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行

平成25年
11月25日

1,000 1,000

0.45538 平成28年
10月20日

期限
一括

不動産信託
受益権の取
得資金に充
てるため

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 1,000 1,000

三井住友信託銀行株式会社 1,000 1,000

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,000 1,000

三菱UFJ信託銀行株式会社 1,000 1,000

農林中央金庫 1,000 1,000

みずほ信託銀行株式会社 1,000 1,000

株式会社りそな銀行 1,000 1,000

株式会社千葉銀行 1,000 1,000

株式会社みずほ銀行

平成25年
11月25日

4,000 4,000

0.78125
（注2）

平成30年
10月22日

期限
一括

不動産信託
受益権の取
得資金に充
てるため

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 3,000 3,000

農林中央金庫 3,000 3,000

みずほ信託銀行株式会社 3,000 3,000

三菱UFJ信託銀行株式会社 3,000 3,000

区　分
借入日 当期首残高

（百万円）
当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）
（注1）

返済期限 返済
方法 使途 摘要

借入先

長
期
借
入
金

株式会社イオン銀行

平成25年
11月25日

2,000 2,000

0.78125
（注2）

平成30年
10月22日

期限
一括

不動産信託
受益権の取
得資金に充
てるため

無担保
無保証

株式会社百五銀行 2,000 2,000

三井住友信託銀行株式会社 2,000 2,000

株式会社三菱東京UFJ銀行 2,000 2,000

株式会社七十七銀行 1,000 1,000

株式会社広島銀行 1,000 1,000

株式会社りそな銀行 1,000 1,000

株式会社みずほ銀行

平成25年
11月25日

4,000 4,000

1.17250
（注2）

平成32年
10月20日

期限
一括

不動産信託
受益権の取
得資金に充
てるため

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 4,000 4,000

三井住友信託銀行株式会社 4,000 4,000

株式会社三菱東京UFJ銀行 3,000 3,000

株式会社日本政策投資銀行 2,000 2,000

農林中央金庫 1,000 1,000

株式会社三重銀行 1,000 1,000

みずほ信託銀行株式会社 1,000 1,000

三菱UFJ信託銀行株式会社 1,000 1,000

株式会社りそな銀行 1,000 1,000

株式会社みずほ銀行

平成25年
11月25日

1,000 1,000

1.76375
（注2）

平成35年
10月20日

期限
一括

不動産信託
受益権の取
得資金に充
てるため

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 1,000 1,000

株式会社三重銀行 1,000 1,000

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,000 1,000

三井住友信託銀行株式会社 1,000 1,000

計 ― 63,000 63,000 ― ― ― ― ―

合　　計 ― 63,000 63,000 ― ― ― ― ―

（注1）	�「平均利率」欄は、期末時点のローン契約毎の加重平均利率を記載しています。また、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を
行った借入については、金利スワップの効果を勘案した加重平均利率を記載しています。

（注2）	�変動金利による借入金ですが、金利スワップ取引により支払金利を固定化しており、金利スワップの効果を勘案した加重平均利率を記載し
ています。

3.	投資法人債の状況
　該当事項はありません。

4.	短期投資法人債の状況
　該当事項はありません。

5.	新投資口予約権の状況
　該当事項はありません。
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期中の売買状況
1.	不動産等及び資産対応証券等の売買状況等
　該当事項はありません。

2.	その他の資産の売買状況等
　該当事項はありません。

3.	特定資産の価格等の調査
　該当事項はありません。

4.	利害関係人等との取引状況
（1）	利害関係人等との売買取引状況
　該当事項はありません。

（2）	利害関係人等への賃貸借状況
賃借人の名称 総賃料収入（百万円）

イオンリテール株式会社 3,538
イオンモール株式会社 3,858

イオンマレーシア社（注2） 23
（704千RM）

合　　計 7,419
（注1）	�「利害関係人等」とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令第123条及び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運

用報告書等に関する規則第26条第27号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。
以下同じです。

（注2）	「総賃料収入」欄は、取引発生時の為替相場（取引の行われた月の前月の直物為替相場の平均）を用いて円貨に換算しています。

（3）	利害関係人等からの賃貸借状況
賃貸人の名称 総支払地代等（百万円）

イオンリテール株式会社 430
イオンモール株式会社 334

合　　計 751

（4）	支払手数料等の金額

区　　分
支払手数料等総額

（A）
（千円）

利害関係人等との取引の内訳 総額に対する割合
（B／A）
（％）支払先 支払金額（B）

（千円）
管理業務費 18,339 イオンディライト株式会社 5,310 29.0
支払利息 301,487 株式会社イオン銀行 6,103 2.0
保険料 73,911 イオン保険サービス株式会社 73,911 100.0

（注1）	上表は、資産運用会社の「利害関係人等」のうち、当期に取引のあった者との取引に係る支払手数料等の金額を記載しています。
（注2）	上記記載の支払手数料以外に、当期中にイオンディライト株式会社に支払われた修繕工事等の金額は180,891千円です。
（注3）	支払利息には、融資手数料及び支払済み利息の他、未払利息も含まれています。
（注4）	金額は消費税等を含みません。

5.	資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本投資法人の資産運用会社であるイオン・リートマネジメント株式会社は、第一種金融取引業、第二種金融取引業、
宅地建物取引業又は不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当する取引はありません。

経理の状況

その他

1.	資産、負債、元本及び損益の状況
　後記「Ⅱ. 貸借対照表」、「Ⅲ. 損益計算書」、「Ⅳ. 投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ. 注記表」及び「Ⅵ. 金銭の分配に
係る計算書」をご参照ください。

2.	減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

3.	不動産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

4.	自社設定投資信託受益証券等の状況等
　該当事項はありません。

5.	海外不動産保有法人及びその有する不動産の状況等
　該当事項はありません。

1.	お知らせ
（1）	投資主総会
　該当事項はありません。

（2）	役員会
　該当事項はありません。

2.	金額及び比率の端数処理
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値については、金額は切捨て、比率は四捨五入により記載していま
す。
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貸借対照表

Ⅱ.	 貸借対照表

（単位：千円）

前　期（ご参考）
（平成26年7月31日）

当　期
（平成27年1月31日）

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 7,730,592 9,663,330

　　信託現金及び信託預金 3,558,075 3,386,152

　　前払費用 286,863 317,875

　　繰延税金資産 8 26

　　未収還付法人税等 ― 139

　　その他 202 989

　　流動資産合計 11,575,742 13,368,514

　固定資産

　　有形固定資産

　　　信託建物 90,471,656 90,883,140

　　　　減価償却累計額 △ 3,217,380 △ 5,378,755

　　　　信託建物（純額） 87,254,275 85,504,384

　　　信託構築物 751,115 769,522

　　　　減価償却累計額 △ 124,952 △ 209,294

　　　　信託構築物（純額） 626,163 560,228

　　　信託土地 51,257,258 51,269,929

　　　有形固定資産合計 139,137,698 137,334,542

　　無形固定資産

　　　信託借地権 18,045,526 18,045,526

　　　無形固定資産合計 18,045,526 18,045,526

　　投資その他の資産

　　　長期前払費用 986,131 864,674

　　　差入敷金及び保証金 10,000 10,000

　　　投資その他の資産合計 996,131 874,674

　　固定資産合計 158,179,356 156,254,743

　繰延資産

　　投資口交付費 158,807 123,517

　　繰延資産合計 158,807 123,517

　資産合計 169,913,906 169,746,775

（単位：千円）

前　期（ご参考）
（平成26年7月31日）

当　期
（平成27年1月31日）

負債の部

　流動負債

　　営業未払金 204,962 264,248

　　未払金 137,428 134,039

　　未払費用 16,396 19,589

　　未払法人税等 717 682

　　未払消費税等 448,597 205,608

　　その他 4,897 9,899

　　流動負債合計 812,999 634,066

　固定負債

　　長期借入金 63,000,000 63,000,000

　　信託預り敷金及び保証金 7,411,389 7,411,389

　　固定負債合計 70,411,389 70,411,389

　負債合計 71,224,388 71,045,456

純資産の部

　投資主資本

　　出資総額 96,351,350 96,351,350

　　剰余金

　　　当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,338,167 2,349,969

　　　剰余金合計 2,338,167 2,349,969

　　投資主資本合計 98,689,517 98,701,319

　純資産合計 ※1� 98,689,517 ※1� 98,701,319

負債純資産合計 169,913,906 169,746,775
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損益計算書 投資主資本等変動計算書

Ⅲ.	 損益計算書 Ⅳ.	 投資主資本等変動計算書

（単位：千円）

前　期（ご参考）
自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

営業収益

　賃貸事業収入 ※1� 7,420,670 ※1� 7,422,632

　営業収益合計 7,420,670 7,422,632

営業費用

　賃貸事業費用 ※1� 4,163,244 ※1� 4,165,832

　資産運用報酬 328,357 330,683

　資産保管手数料 6,904 6,841

　一般事務委託手数料 36,501 28,572

　役員報酬 3,600 3,600

　租税公課 167 98

　その他営業費用 76,751 76,894

　営業費用合計 4,615,527 4,612,522

営業利益 2,805,142 2,810,110

営業外収益

　受取利息 451 2,917

　その他 934 ―

　営業外収益合計 1,386 2,917

営業外費用

　支払利息 301,108 301,487

　投資口交付費償却 35,290 35,290

　融資関連費用 131,582 122,957

　その他 0 182

　営業外費用合計 467,983 459,917

経常利益 2,338,546 2,353,109

税引前当期純利益 2,338,546 2,353,109

法人税、住民税及び事業税 786 3,375

法人税等調整額 27 △ 17

法人税等合計 814 3,357

当期純利益 2,337,731 2,349,751

前期繰越利益 435 217

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,338,167 2,349,969

前期（ご参考）（自  平成26年2月1日　至  平成26年7月31日）
（単位：千円）

投 資 主 資 本

純資産合計
出資総額

剰 余 金
投資主資本
合　計

当期未処分利
益又は当期未
処理損失（△）

剰余金合計

当期首残高 96,351,350 652,135 652,135 97,003,485 97,003,485

当期変動額

　剰余金の配当 △651,700 △651,700 △651,700 △651,700

　当期純利益 2,337,731 2,337,731 2,337,731 2,337,731

当期変動額合計 ― 1,686,031 1,686,031 1,686,031 1,686,031

当期末残高 ※1
96,351,350 2,338,167 2,338,167 98,689,517 98,689,517

当期（自  平成26年8月1日　至  平成27年1月31日）
（単位：千円）

投 資 主 資 本

純資産合計
出資総額

剰 余 金
投資主資本
合　計

当期未処分利
益又は当期未
処理損失（△）

剰余金合計

当期首残高 96,351,350 2,338,167 2,338,167 98,689,517 98,689,517

当期変動額

　剰余金の配当 △2,337,950 △2,337,950 △2,337,950 △2,337,950

　当期純利益 2,349,751 2,349,751 2,349,751 2,349,751

当期変動額合計 ― 11,801 11,801 11,801 11,801

当期末残高 ※1
96,351,350 2,349,969 2,349,969 98,701,319 98,701,319
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注記表

Ⅴ.	 注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

項　　目
前　期（ご参考）
自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

1.	固定資産の減価償却の方法 ①有形固定資産
　定額法を採用しています。
　なお、主たる有形固定資産の耐用年
数は以下のとおりであります。
　信託建物	 3年〜39年
　信託構築物	 3年〜35年
②長期前払費用
　定額法を採用しています。

①有形固定資産
　定額法を採用しています。
　なお、主たる有形固定資産の耐用年
数は以下のとおりであります。
　信託建物	 3年〜39年
　信託構築物	 3年〜35年
②長期前払費用
　定額法を採用しています。

2.	繰延資産の処理方法 投資口交付費
　3年間で均等額を償却しています。

投資口交付費
　3年間で均等額を償却しています。

3.	 �外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しています。

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しています。

4.	収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法
　保有する不動産にかかる固定資産税、 
都市計画税及び償却資産税等については、 
賦課決定された税額のうち当該決算期間
に対応する額を賃貸事業費用として費用
処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産と
する信託受益権の取得に伴い、本投資法
人が負担すべき初年度の固定資産税等相
当額については、費用に計上せず当該不
動産等の取得原価に算入しています。
　当期において不動産等の取得原価に算
入した固定資産税等相当額は890千円です。

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産にかかる固定資産税、 
都市計画税及び償却資産税等については、 
賦課決定された税額のうち当該決算期間
に対応する額を賃貸事業費用として費用
処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産と
する信託受益権の取得に伴い、本投資法
人が負担すべき初年度の固定資産税等相
当額については、費用に計上せず当該不
動産等の取得原価に算入しています。
　当期において不動産等の取得原価に算
入した固定資産税等相当額はありません。

5.	ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
　金利スワップについて特例処理を採
用しています。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段  金利スワップ取引
　ヘッジ対象  借入金金利

③ヘッジ方針
　本投資法人は、リスク管理の基本方
針を定めた規程に基づき、投資法人規
約に規定するリスクをヘッジする目的
でデリバティブ取引を行っています。
④ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満
たしているため、有効性の評価を省略
しています。

①ヘッジ会計の方法
　金利スワップについて特例処理を採
用しています。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段  金利スワップ取引
　ヘッジ対象  借入金金利
③ヘッジ方針
　本投資法人は、リスク管理の基本方
針を定めた規程に基づき、投資法人規
約に規定するリスクをヘッジする目的
でデリバティブ取引を行っています。
④ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満
たしているため、有効性の評価を省略
しています。

項　　目
前　期（ご参考）
自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

6.	 �その他計算書類作成のための基
本となる重要な事項

①�不動産等を信託財産とする信託受益権
に関する会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする
信託受益権につきましては、信託財産
内の全ての資産及び負債勘定並びに信
託財産に生じた全ての収益及び費用勘
定について、貸借対照表及び損益計算
書の該当勘定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託
財産のうち重要性がある下記の科目に
ついては、貸借対照表において区分掲
記することとしています。
（1）	信託現金及び信託預金
（2）	信託建物、信託構築物、信託土地
（3）	信託借地権
（4）	信託預り敷金及び保証金
②消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜方式によっています。

①�不動産等を信託財産とする信託受益権
に関する会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする
信託受益権につきましては、信託財産
内の全ての資産及び負債勘定並びに信
託財産に生じた全ての収益及び費用勘
定について、貸借対照表及び損益計算
書の該当勘定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託
財産のうち重要性がある下記の科目に
ついては、貸借対照表において区分掲
記することとしています。
（1）	信託現金及び信託預金
（2）	信託建物、信託構築物、信託土地
（3）	信託借地権
（4）	信託預り敷金及び保証金
②消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜方式によっています。

（貸借対照表に関する注記）
前　期（ご参考）
（平成26年7月31日）

当　期
（平成27年1月31日）

※1.	�投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定め
る最低純資産額� 50,000千円

※1.	�投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定め
る最低純資産額� 50,000千円

（損益計算書に関する注記）
前　期（ご参考）
自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

※1.	不動産賃貸事業損益の内訳� （単位：千円）
A.	不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
賃料収入	 7,416,911
その他賃貸事業収入	 3,759
不動産賃貸事業収益合計	 7,420,670

B.	不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
管理業務費	 18,222
修繕費	 196,140
保険料	 40,646
信託報酬	 9,561
支払地代	 764,421
租税公課	 901,648
減価償却費	 2,230,820
その他賃貸事業費用	 1,783
不動産賃貸事業費用合計	 4,163,244

C.	不動産賃貸事業損益（A−B）	 3,257,425

※1.	不動産賃貸事業損益の内訳� （単位：千円）
A.	不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
賃料収入	 7,419,887
その他賃貸事業収入	 2,744
不動産賃貸事業収益合計	 7,422,632

B.	不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
管理業務費	 18,339
修繕費	 182,903
保険料	 41,120
信託報酬	 9,733
支払地代	 764,357
租税公課	 901,764
減価償却費	 2,245,716
その他賃貸事業費用	 1,896
不動産賃貸事業費用合計	 4,165,832

C.	不動産賃貸事業損益（A−B）	 3,256,800
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（投資主資本等変動計算書に関する注記）
前　期（ご参考）
自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

※1.	発行可能投資口の総口数及び発行済投資口総数
発行可能投資口の総口数	 10,000,000口
発行済投資口総数	 950,000口

※1.	発行可能投資口の総口数及び発行済投資口総数
発行可能投資口の総口数	 10,000,000口
発行済投資口総数	 950,000口

（税効果会計に関する注記）
前　期（ご参考）
自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

1.	繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位:千円）

繰延税金資産
　未払事業税損金不算入額	 8
　繰延税金資産合計	 8
　繰延税金資産の純額	 8

1.	繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位:千円）

繰延税金資産
　未払事業税損金不算入額	 26
　繰延税金資産合計	 26
　繰延税金資産の純額	 26

2.	 �法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別
の内訳

（単位：％）
法定実効税率	 36.59
　（調整）
　支払分配金の損金算入額	 △36.58
　その他	 0.02
税効果会計適用後の法人税等の負担率	 0.03

2.	 �法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別
の内訳

（単位：％）
法定実効税率	 34.16
　（調整）
　支払分配金の損金算入額	 △34.11
　その他	 0.09
税効果会計適用後の法人税等の負担率	 0.14

3.	 �法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負
債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第
10号）が平成26年3月31日に公布され、平成26年4月1
日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課せられ
ないことになりました。これに伴い、平成26年8月1日に
開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について
は、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法
定実効税率が従来の36.59％から34.16％に変更されます。
　この税率変更による影響は軽微です。

3.	 �法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負
債の金額の修正
　「地方法人税法」（平成26年法律第11号）及び「地方税
法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第4号）が平
成26年3月31日に公布され、平成26年10月1日以後に開
始する事業年度から「地方法人税法」が創設されると共
に、法人住民税、法人事業税及び地方法人特別税の税率が
変更になりました。これに伴い、平成27年2月1日に開始
する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、繰
延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効
税率が従来の34.16％から34.15％に変更されます。
　この税率変更による影響は軽微です。

（金融商品に関する注記）
前期（ご参考）（自  平成26年2月1日　至  平成26年7月31日）

1.	金融商品の状況に関する事項
（1）	金融商品に対する取組方針
　本投資法人では、安定性、機動性、効率性を財務方針の基本とし、資産の取得による運用資産の成長等を目的と
して、借入れ、投資法人債（短期投資法人債を含みます。以下同じです。）の発行及び投資口の発行等により資金
調達を行います。
　デリバティブ取引については、借入金等から生じる金利変動リスク、外貨建の営業債権及び債務から生じる為替
の変動リスク、その他のリスクをヘッジすることを目的とした運用に限るものとします。

（2）	金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金の資金使途は、主に不動産及び不動産を信託財産とする信託受益権の取得です。
　信託預り敷金及び保証金は、賃貸借契約に係るテナントからの預り金です。
　変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、負債比率等を適正に管理することで、市場金利の
上昇が本投資法人の運営に与える影響を限定的にしています。さらに、変動金利の借入金のうち一部については、
支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ
手段として利用しています。なお、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変
動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価しています。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たしている
ものについては、その判定をもって有効性の評価を省略しています。
　デリバティブ取引の執行・管理については、リスク管理の基本方針を定めた規程に基づき行っています。
　また、借入金、信託預り敷金及び保証金は、流動性リスクに晒されていますが、本投資法人では、資産運用会社
が月次で資金繰計画を作成すること、手許流動性を維持すること等により流動性リスクを管理しています。
　海外不動産の取得に伴う外貨建の営業債権は為替の変動リスクに晒されていますが、総資産に占める比率が低い
ことから、資産運用会社がモニタリングを行い、先物為替予約取引等のデリバティブ取引を利用してヘッジするこ
との要否を検討する体制をとっています。

（3）	金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ
ています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当
該価額が異なることもあります。

2.	金融商品の時価等に関する事項
　平成26年7月31日現在の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を
把握することが極めて困難と認められるものは次表には含めていません（注2）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額
（1）	現金及び預金 7,730,592 7,730,592 ―
（2）	信託現金及び信託預金 3,558,075 3,558,075 ―

資　産　計 11,288,667 11,288,667 ―
（3）	長期借入金 63,000,000 63,739,280 739,280

負　債　計 63,000,000 63,739,280 739,280
（4）	デリバティブ取引 ― ― ―
（注1）	金融商品の時価の算定方法

（1）	現金及び預金（2） 信託現金及び信託預金
	 	 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
（3）	長期借入金
	 	 �長期借入金のうち、変動金利によるものは金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価格にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっています。また、固定金利によるものの時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規
借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。なお、金利スワップの特例処理によるものの時価につ
いては、ヘッジ対象とされている長期借入金の時価に含めて記載しています。
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（4）	デリバティブ取引
	 	 ①ヘッジ会計が適用されていないもの
	 	 　該当事項はありません。
	 	 ②ヘッジ会計が適用されているもの
	 	 　ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は以下のとおりです。

（単位：千円）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引
の種類等 主なヘッジ対象

契 約 額 等
時 価 当該時価

の算定方法うち1年超
金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 54,000,000 54,000,000 （注） ―

（注）	�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該
長期借入金の時価に含めて記載しています（上記「（3）長期借入金」参照）。

（注2）	時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりです。
（単位：千円）

区　　分 貸借対照表計上額
信託預り敷金及び保証金 7,411,389

　賃貸物件における賃借人から預託されている信託預り敷金及び保証金に関しては、市場価格がなく、かつ合理的にキャッシュ・フローを
見積もることができないことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。

（注3）	金銭債権の決算日（平成26年7月31日）後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内
現金及び預金 7,730,592
信託現金及び信託預金 3,558,075

合　　計 11,288,667

（注4）	借入金の決算日（平成26年7月31日）後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
長期借入金 ― ― 9,000,000 ― 27,000,000 27,000,000

合　計 ― ― 9,000,000 ― 27,000,000 27,000,000

当期（自  平成26年8月1日　至  平成27年1月31日）

1.	金融商品の状況に関する事項
（1）	金融商品に対する取組方針
　本投資法人では、安定性、機動性、効率性を財務方針の基本とし、資産の取得による運用資産の成長等を目的と
して、借入れ、投資法人債（短期投資法人債を含みます。以下同じです。）の発行及び投資口の発行等により資金
調達を行います。
　デリバティブ取引については、借入金等から生じる金利変動リスク、外貨建の営業債権及び債務から生じる為替
の変動リスク、その他のリスクをヘッジすることを目的とした運用に限るものとします。

（2）	金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金の資金使途は、主に不動産及び不動産を信託財産とする信託受益権の取得です。
　信託預り敷金及び保証金は、賃貸借契約に係るテナントからの預り金です。
　変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、負債比率等を適正に管理することで、市場金利の
上昇が本投資法人の運営に与える影響を限定的にしています。さらに、変動金利の借入金のうち一部については、
支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ
手段として利用しています。なお、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変
動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価しています。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たしている
ものについては、その判定をもって有効性の評価を省略しています。
　デリバティブ取引の執行・管理については、リスク管理の基本方針を定めた規程に基づき行っています。
　また、借入金、信託預り敷金及び保証金は、流動性リスクに晒されていますが、本投資法人では、資産運用会社
が月次で資金繰計画を作成すること、手許流動性を維持すること等により流動性リスクを管理しています。
　海外不動産の取得に伴う外貨建の営業債権は為替の変動リスクに晒されていますが、総資産に占める比率が低い
ことから、資産運用会社がモニタリングを行い、先物為替予約取引等のデリバティブ取引を利用してヘッジするこ
との要否を検討する体制をとっています。

（3）	金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ
ています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当
該価額が異なることもあります。

2.	金融商品の時価等に関する事項
　平成27年1月31日現在の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を
把握することが極めて困難と認められるものは次表には含めていません（注2）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額
（1）	現金及び預金 9,663,330 9,663,330 ―
（2）	信託現金及び信託預金 3,386,152 3,386,152 ―

資　産　計 13,049,482 13,049,482 ―
（3）	長期借入金 63,000,000 64,016,719 1,016,719

負　債　計 63,000,000 64,016,719 1,016,719
（4）	デリバティブ取引 ― ― ―
（注1）	金融商品の時価の算定方法

（1）	現金及び預金（2） 信託現金及び信託預金
		 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
（3）	長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価格にほぼ等しいこと
から、当該帳簿価額によっています。また、固定金利によるものの時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規
借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。なお、金利スワップの特例処理によるものの時価につ
いては、ヘッジ対象とされている長期借入金の時価に含めて記載しています。

（4）	デリバティブ取引
		 ①ヘッジ会計が適用されていないもの
		 　該当事項はありません。
		 ②ヘッジ会計が適用されているもの
		 　ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は以下のとおりです。

（単位：千円）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引
の種類等 主なヘッジ対象

契 約 額 等
時 価 当該時価

の算定方法うち1年超
金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 54,000,000 54,000,000 （注） ―

（注）	�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該
長期借入金の時価に含めて記載しています（上記「（3）長期借入金」参照）。

（注2）	時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりです。
（単位：千円）

区　　分 貸借対照表計上額
信託預り敷金及び保証金 7,411,389

　賃貸物件における賃借人から預託されている信託預り敷金及び保証金に関しては、市場価格がなく、かつ合理的にキャッシュ・フローを
見積もることができないことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。

（注3）	金銭債権の決算日（平成27年1月31日）後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 
現金及び預金 9,663,330
信託現金及び信託預金 3,386,152

合　　計 13,049,482

（注4）	借入金の決算日（平成27年1月31日）後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
長期借入金 ― 9,000,000 ― 27,000,000 ― 27,000,000

合　計 ― 9,000,000 ― 27,000,000 ― 27,000,000
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（賃貸等不動産に関する注記）
前期（ご参考）（自  平成26年2月1日　至  平成26年7月31日）
　本投資法人は、商業施設を保有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、以
下のとおりです。また、賃貸等不動産に関する平成26年7月期における損益は、「損益計算書に関する注記」に記載の
とおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高
158,407,624 △1,224,399 157,183,225 167,835,400

（注1）	貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注2）	�当期増加額のうち、主な増加理由は1物件（イオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センター）の取得（716,572千円）による

もの及び当期中の資本的支出（289,848千円）であり、当期減少額のうち、主な減少理由は減価償却費（2,230,820千円）の計上によるも
のです。

（注3）	当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額又は調査価額を記載しています。

当期（自  平成26年8月1日　至  平成27年1月31日）
　本投資法人は、商業施設を保有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、以
下のとおりです。また、賃貸等不動産に関する平成27年1月期における損益は、「損益計算書に関する注記」に記載の
とおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高
157,183,225 △1,803,155 155,380,069 169,171,400

（注1）	貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注2）	�当期増加額のうち、主な増加理由は既存物件の外壁塗装等資本的支出（429,890千円）及び換地処分による土地の増加（12,670千円）に

よるものであり、当期減少額のうち、主な減少理由は減価償却費（2,245,716千円）の計上によるものです。
（注3）	当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額又は調査価額を記載しています。

（関連当事者との取引に関する注記）
前期（ご参考）（自  平成26年2月1日　至  平成26年7月31日）

属 性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の所
有口数割合
（％）

取引の内容 取引金額
（千円） 科 目 期末残高

（千円）

その他の関係
会社の子会社

イオンリテール
株式会社 小売業 －

賃貸事業収入 3,550,207 信託預り敷金及び保証金 3,552,595

支払地代等 430,236 ― ―

その他の関係
会社の子会社 イオンモール株式会社 不動産業 －

賃貸事業収入 3,862,383 信託預り敷金及び保証金 3,858,794

支払地代等 334,161 ― ―
その他の関係
会社の子会社 株式会社イオン銀行 銀行業 －

長期借入金の借入 ― 長期借入金 2,000,000
支払利息 6,106 未払費用 334

その他の関係
会社の子会社 イオンマレーシア社 小売業 －

不動産信託受益
権の購入（注4） 658,493 ― ―

賃貸事業収入
（注5） 4,320 ― ―

資産保管会社 三井住友信託銀行
株式会社

銀行業及び
信託業 2.85

短期借入金の返済 1,000,000 ― ―
長期借入金の借入 ― 長期借入金 8,000,000
支払利息 31,147 未払費用 1,652

（注1）	投資口の所有口数割合については、小数点第2位以下を切り捨てています。
（注2）	�上記金額のうち、取引金額については消費税等が含まれておりません。
（注3）	取引条件の決定については、市場の実勢に基づき価格交渉の上決定しています。
（注4）	�「取引金額」欄は、本投資法人がイオンマレーシア社に対し、複数回にわたり円貨にて実際に支払った対価の合計額を記載しており、当該不

動産等の取得に要した諸費用（仲介手数料、租税公課等）を含まない金額（売買契約書等に記載された売買代金等）を記載しています。なお、
各支払時における為替レートに応じて加重平均して算出した為替レートは、1RM=32.92円（小数点第3位を切捨て）です。

（注5）	「取引金額」欄は、取引発生時の為替相場（取引の行われた月の前月の直物為替相場の平均）を用いて円貨に換算しています。

当期（自  平成26年8月1日　至  平成27年1月31日）

属 性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の所
有口数割合
（％）

取引の内容 取引金額
（千円） 科 目 期末残高

（千円）

その他の関係
会社の子会社

イオンリテール
株式会社 小売業 －

賃貸事業収入 3,538,328 信託預り敷金及び保証金 3,552,595

支払地代等 430,196 ― ―

その他の関係
会社の子会社

イオンモール
株式会社 不動産業 －

賃貸事業収入 3,858,083 信託預り敷金及び保証金 3,858,794

支払地代等 334,161 ― ―

その他の関係
会社の子会社 株式会社イオン銀行 銀行業 －

長期借入金の借入 ― 長期借入金 2,000,000
支払利息 6,103 未払費用 381

その他の関係
会社の子会社 イオンマレーシア社 小売業 － 賃貸事業収入

（注4）
23,475 ― ―

資産保管会社 三井住友信託銀行
株式会社

銀行業及び
信託業 2.85

長期借入金の借入 ― 長期借入金 8,000,000
支払利息 30,211 未払費用 1,905

（注1）	投資口の所有口数割合については、小数点第2位以下を切り捨てています。
（注2）	上記金額のうち、取引金額については消費税等が含まれておりません。
（注3）	取引条件の決定については、市場の実勢に基づき価格交渉の上決定しています。
（注4）	「取引金額」欄は、取引発生時の為替相場（取引の行われた月の前月の直物為替相場の平均）を用いて円貨に換算しています。

（1口当たり情報に関する注記）

前　期（ご参考）
自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

1口当たり純資産額	 103,883円
1口当たり当期純利益	 2,460円

　1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資
口数で除することにより算定しています。
　なお、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、
潜在投資口が存在しないため記載しておりません。

1口当たり純資産額	 103,896円
1口当たり当期純利益	 2,473円

　1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資
口数で除することにより算定しています。
　なお、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、
潜在投資口が存在しないため記載しておりません。

（注）	1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前　期（ご参考）
自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

当期純利益（千円） 2,337,731 2,349,751

普通投資主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通投資口に係る当期純利益（千円） 2,337,731 2,349,751

期中平均投資口数（口） 950,000 950,000
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（重要な後発事象に関する注記）
前期（自  平成26年2月1日　至  平成26年7月31日）
　該当事項はありません。

当期（自  平成26年8月1日　至  平成27年1月31日）
1.	新投資口の発行について
　本投資法人は、平成27年1月22日及び平成27年2月4日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発行を決
議し、公募による新投資口については平成27年2月12日、第三者割当による新投資口については平成27年2月25日
にそれぞれ払込みが完了しています。この結果、出資総額は116,447,057,200円、発行済投資口数は1,090,200口
となっています。
（1） 公募による新投資口発行（一般募集）
発行新投資口数	 133,190口
発行価格	 1口当たり148,200円
発行価格の総額	 19,738,758,000円
発行価額	 1口当たり143,336円
発行価額の総額	 19,090,921,840円
払込期日	 平成27年 2 月12日
分配金起算日	 平成27年 2 月 1 日

（2） 第三者割当による新投資口発行
発行新投資口数	 7,010口
発行価額	 1口当たり143,336円
発行価額の総額	 1,004,785,360円
払込期日	 平成27年 2 月25日
分配金起算日	 平成27年 2 月 1 日
割当先	 みずほ証券株式会社

（3） 資金使途
　上記の公募及び第三者割当に係る調達資金については、後記「2．資産の取得について」に記載の不動産信託受益
権の取得資金の一部に充当しました。

2.	資産の取得について
　本投資法人は、以下の不動産信託受益権6件（取得価額の合計35,270百万円）を取得しました。

物件名称 所在地 取得価額
（百万円） 取得日 取得先

イオンモールKYOTO 京都府京都市 21,470 平成27年2月27日 イオンモール株式会社

イオンモール札幌平岡 北海道札幌市 5,900 平成27年2月18日 フォレスター特定目的会社

イオンモール釧路昭和 北海道釧路市 1,780 平成27年2月18日 フォレスター特定目的会社

イオンモール利府 宮城県宮城郡 2,560 平成27年2月18日 フォレスター特定目的会社

イオンモール山形南 山形県山形市 1,350 平成27年2月18日 フォレスター特定目的会社

イオンモール四日市北 三重県四日市市 2,210 平成27年2月18日 フォレスター特定目的会社

合　　　計 ― 35,270 ― ―

（注）	�取得価額には、取得に要する消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含まない金額（各取得資産に係る売買契約に記載された各
信託受益権の売買代金）を記載しています。

3.	資金の借入れについて
　本投資法人は、上記「2. 資産の取得について」に記載の「イオンモールKYOTO」の取得資金及び関連費用の一部
に充当するため、以下の資金の借入れを実行しました。

区
分 借入先 借入

金額 利率 借入
実行日

返済
期限

返済
方法 担保

短
期

株式会社みずほ銀行
20億円

基準金利（全銀協3ヶ月日
本円TIBOR）に0.25％を加
えた利率

平成27年
2月27日

平成27年
10月20日

期限
一括
弁済

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行

長
期

株式会社みずほ銀行

7億円
基準金利（全銀協3ヶ月日
本円TIBOR）に0.25％を加
えた利率

平成29年
10月20日

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

株式会社広島銀行

株式会社みずほ銀行

12億円
基準金利（全銀協3ヶ月日
本円TIBOR）に0.40％を加
えた利率（注1）

平成31年
10月21日

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

株式会社イオン銀行

株式会社百五銀行

株式会社七十七銀行

株式会社みずほ銀行

40億円
基準金利（全銀協3ヶ月日
本円TIBOR）に0.55％を加
えた利率（注2）

平成33年
10月20日

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

株式会社三菱東京UFJ銀行

農林中央金庫

三菱UFJ信託銀行株式会社

みずほ信託銀行株式会社

株式会社りそな銀行

株式会社日本政策投資銀行

株式会社みずほ銀行

45億円
基準金利（全銀協3ヶ月日
本円TIBOR）に0.85％を加
えた利率（注3）

平成36年
10月21日

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

株式会社三菱東京UFJ銀行

株式会社三重銀行

（注1）	�平成27年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.61910％で固定されています。
（注2）	�平成27年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.88915％で固定されています。
（注3）	�平成27年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に1.40390％で固定されています。
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金銭の分配に係る計算書 会計監査人の監査報告書
（単位：円）

前　期（ご参考）
自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

Ⅰ	当期未処分利益 2,338,167,369 2,349,969,299

Ⅱ	分配金の額 2,337,950,000 2,349,350,000

	 （投資口1口当たり分配金の額） （2,461） （2,473）

Ⅲ	次期繰越利益 217,369 619,299

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第35条第1項に
定める金銭の分配の方針に従い、分
配金の額は利益の金額を限度とし、
かつ租税特別措置法第67条の15に規
定されている本投資法人の配当可能
利益の金額の100分の90に相当する
金額を超えるものとしています。か
かる方針により、当期未処分利益を
超 え な い 額 で 発 行 済 投 資 口 数
950,000口の整数倍数の最大値とな
る2,337,950,000円を利益分配金と
して分配することとしました。なお、
本投資法人の規約第35条第2項に定
める利益を超えた金銭の分配は行い
ません。

　本投資法人の規約第35条第1項に
定める金銭の分配の方針に従い、分
配金の額は利益の金額を限度とし、
かつ租税特別措置法第67条の15に規
定されている本投資法人の配当可能
利益の金額の100分の90に相当する
金額を超えるものとしています。か
かる方針により、当期未処分利益を
超 え な い 額 で 発 行 済 投 資 口 数
950,000口の整数倍数の最大値とな
る2,349,350,000円を利益分配金と
して分配することとしました。なお、
本投資法人の規約第35条第2項に定
める利益を超えた金銭の分配は行い
ません。

Ⅵ.	 金銭の分配に係る計算書 Ⅶ.	 会計監査人の監査報告書
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キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

Ⅷ.	 キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

（単位：千円）

前　期
自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 2,338,546 2,353,109

　減価償却費 2,230,820 2,245,716

　投資口交付費償却 35,290 35,290

　受取利息 △451 △2,917

　支払利息 301,108 301,487

　未収消費税等の増減額（△は増加） 4,490,071 ―

　未払消費税等の増減額（△は減少） 448,597 △242,988

　前払費用の増減額（△は増加） 50,925 △31,011

　営業未払金の増減額（△は減少） 100,831 100,723

　未払金の増減額（△は減少） 13,106 △3,389

　長期前払費用の増減額（△は増加） 121,457 121,456

　その他 △11,341 △1,064

　小計 10,118,961 4,876,414

　利息の受取額 374 2,994

　利息の支払額 △305,039 △298,294

　法人税等の支払額 △1,413 △3,550

　営業活動によるキャッシュ・フロー 9,812,884 4,577,563

投資活動によるキャッシュ・フロー

　信託有形固定資産の取得による支出 △856,713 △483,999

　投資活動によるキャッシュ・フロー △856,713 △483,999

財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入金の返済による支出 △4,000,000 ―

　分配金の支払額 △647,412 △2,332,545

　財務活動によるキャッシュ・フロー △4,647,412 △2,332,545

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 △203

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,308,767 1,760,815

現金及び現金同等物の期首残高 6,979,899 11,288,667

現金及び現金同等物の期末残高 ※1� 11,288,667 ※1� 13,049,482
（注）	�キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成し、参考情

報として添付しています。このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象では無いため、会計監査
人の監査は受けていません。

（重要な会計方針に関する注記）（参考情報）

項　　目
前　期

自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

キャッシュ・フロー計算書における
資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資
金（現金及び現金同等物）は、手許現金
及び信託現金、随時引出し可能な預金及
び信託預金並びに容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から3ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資からなります。

　キャッシュ・フロー計算書における資
金（現金及び現金同等物）は、手許現金
及び信託現金、随時引出し可能な預金及
び信託預金並びに容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から3ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資からなります。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）（参考情報）
前　期

自　平成26年 2 月 1 日
至　平成26年 7 月31日

当　期
自　平成26年 8 月 1 日
至　平成27年 1 月31日

※1.	�現金及び現金同等物の期末残高（平成26年7月31日現
在）と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：千円）
現金及び預金	 7,730,592
信託現金及び信託預金	 3,558,075
現金及び現金同等物	 11,288,667

※1.	�現金及び現金同等物の期末残高（平成27年1月31日現
在）と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：千円）
現金及び預金	 9,663,330
信託現金及び信託預金	 3,386,152
現金及び現金同等物	 13,049,482
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■ 投資法人の仕組図
イオンリート投資法人

資産保管会社

三井住友信託銀 行株式会社

機関運営事務受託者

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

投資主名簿等管理人

みずほ信託銀 行株式会社

会計事務等に関する業務受託者

三井住友信託銀行株式会社

スポンサー会社

イオン株式会社（注）

イオン・リートマネジメント株式会社

会計監査人

あらた監査法人

役員会

執 行役員：河原健次
監督役員：安保智勇
監督役員：関葉子

投資主総会

パイプラインサポート会社
SCマネジメント提供会社

イオンモール株式会社（注）
イオンリテール株式会社（注）

イオン北海道株式会社
イオン九州株式会社
イオン琉球株式会社

イオンタウン株式会社

マレーシア不動産投資に関する
サポート会社

AEON CO.（M） BHD.

（ロ）
（ヘ）

（ト）

（ヌ）

（イ）

（チ）（リ）

（ハ）

（ニ）

（ホ）

（イ）資産運用委託契約	 （ロ）資産保管業務委託契約	 （ハ）投資口事務代行委託契約	 （ニ）一般事務委託契約	 （ホ）会計事務等に関する業務委託契約
（ヘ）商標使用許諾契約	 （ト）スポンサーサポート契約	 （チ）パイプラインサポート契約	 （リ）SCマネジメント契約	 （ヌ）マレーシア不動産投資に関する覚書

（注）イオン株式会社、イオンモール株式会社及びイオンリテール株式会社は、金融商品取引法で定める特定関係法人に該当します。

■ 本資産運用会社の概要

名称 イオン・リートマネジメント株式会社

資本金の額 350百万円（本書の日付現在）

大株主の状況 イオン株式会社（100％）

代表取締役社長 河原健次

登録・免許等 ・宅地建物取引業  東京都知事（1）第94328号
・取引一任代理等  国土交通大臣認可第73号
・金融商品取引業  関東財務局長（金商）第2668号

株主総会

取締役会

代表取締役社長

投資委員会 コンプライアンス委員会

投資運用部 資産管理部 財務企画部 経営管理部 経理システム部

コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス部

監査役

本資産運用会社

http://www.aeon-jreit.co.jp/
本投資法人のホームページでは、タイムリーな情報開示に努め、さまざまなコンテンツをご用意しています。

適時開示情報はこちらからご確認いただ
けます。

プレスリリース

本投資法人のコンセプトや戦
略について記載しています。

イオンリートの戦略

各個別物件の詳細について記
載しています。

不動産ポートフォリオ

決算発表後、最新の決算資料
がこちらに掲載されます。

最新決算資料

イオンリートの特長を個人向
けにわかりやすく説明してい
ます。

だれでもわかるイオンのリート

本投資法人の最新情報やプレスリリース
を、RSSという技術を使用して配信して
います。
RSSアイコンをクリックして、リンク先を
RSSリーダー対応のブラウザやソフト
ウェアに登録すると、最新情報を自動的
にお受け取りいただけます。

RSS による情報配信機能

投資法人の仕組み及び資産運用会社の概要 ホームページのご紹介
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わかりやすい 31.8％ 14.1％ややわかりやすい 48.7％

どちらかというと多い 65.1％ 20.1％

どちらかというと少ない 未回答 5.5％多い

7.9％

少ない 1.4％

ややわかりにくい 未回答 3.9％

わかりにくい 1.6％
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■ 投資口価格の推移

■ 投資主さまからのご意見・ご要望

■ 投資主構成

■ IRスケジュール 

（平成27年1月末現在）

投資主の皆さまからお寄せいただく忌憚ないご意見・ご感想は、大変貴重なメッセージとして受け止め、日々の活動や資産
運用報告の制作に役立たせていきます。今後も、皆さまの変わらぬご支援、ご協力をお願いいたします。

（注）本投資法人の投資口価格は、上場日である平成25年11月22日の終値113,600円を100として数値化しています。
	 東証REIT指数は、本投資法人の上場日である平成25年11月22日の終値を100として数値化しています。

第3期資産運用報告の送付時に実施したアンケートに、約2,100名の方々からご回答をいただきました。
ご協力いただき、誠にありがとうございました。
お寄せいただいた貴重なご意見・ご感想の一部をご紹介させていただきます。

勤務したことがあるイ
オン（専門店)や行った
ことのあるイオン店舗
が組み入れられて興味
が持てました。

海外物件への投資に関
しては、社会や経済に
不安要素が少ない国や
地域に重点を置いてい
ただきたいです。

首都圏の物件の取得を
増やしてほしい。中部
圏、関西圏の物件取得
を願います。

地震による建物損害の
リスクは、分配金にど
う影響するのか。その
リスクヘッジは、どう
対応しているか。

1月期決算日 1月期分配金支払
1月期資産運用報告発送

1月期決算発表
1月期決算説明会

7月期決算日 7月期分配金支払
7月期資産運用報告発送

7月期決算発表
7月期決算説明会

1月 5月 9月3月 7月 11月2月 6月 10月4月 8月 12月

男性
1,566人
72.7%

女性
537人
24.9%

未回答
51人
2.4%

証券会社の勧め

分配利回り

スポンサー信用力

成長性

投資口価格の割安感

不動産市場動向

財務の安定性

他REIT比較

運用方針

運用実績

その他

未記入

38.6

37.7

34.5

33.8

20.0

13.8

12.3

7.2

4.4

2.6

3.3

0.6

0 10 20 30 40 50 (%)

性別 年代

70歳以上
801人
37.2%

60歳代
721人
33.5%

50歳代
315人
14.6%

40歳代
159人
7.4%

30歳代
95人
4.4%

29歳以下
27人
1.3%

未回答
36人
1.7%

外国法人等金融機関
（金融商品取引業者含む）

個人・その他
13,922人

個人・その他
99,690口

116人
金融機関
（金融商品取引
 業者含む）

515,323口

124人

その他
国内法人
232,267口

その他
国内法人
286人

外国法人等
102,670口

96.4%

10.5%

0.8%

24.4%

10.8%

0.9%

2.0%

54.2%

所有者別投資口数 所有者別投資主数

950,000口 17,230人
計 計

投資主インフォメーション アンケート結果

投資口購入の理由 （複数回答）

情報量について

わかりやすさについて

■ 投資主の皆さまについて

■ 資産運用報告について

60 イオンリート投資法人   第 4 期 資産運用報告 61イオンリート投資法人   第 4 期 資産運用報告




